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１．計画策定の背景と目的
　2000（平成12）年４月１日に「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（地

方分権一括法）」が施行されました。同法は中央集権型行政システムを地方分権型へと転換するも

のであり、地方分権が本格的な実施段階に入りました。

　また、住民生活に目を向けると、日常生活圏が拡大し、市町村の枠を越えた幅広い移動、交流活

動が展開されるようになっています。

　こうしたなか、一層進展する少子高齢化社会や高度情報化社会への対応、高度化・多様化する住

民ニーズへの対応が求められており、市町村の役割はますます大きくなっています。さらには厳し

い財政状況を踏まえ、行政の改革が求められています。

　この計画は上野市、伊賀町、島ヶ原村、阿山町、大山田村、青山町が合併した場合の新市の発展

や政策等の方向性を示すとともに、他地域と連携・交流・切磋琢磨し、周辺地域も含めた広い地域

の総合的な発展と振興をめざして策定するものです。なお、近隣の市町村と連携しなければ推進で

きない施策等もあることから、将来的に伊賀がひとつになるという願いも込めて、合併後の新市の

枠組みだけにとらわれず伊賀全域の振興についても考えるものです。

　また2002（平成14）年度に策定した「新市将来構想」の理念等を踏まえつつ、新市が一体となり

すべての住民が健康で幸せな生活がおくれるよう具体的な施策を計画しています。

２．計画策定の方針
（１）計画の趣旨
　この計画は、速やかに新市としての一体性を確保するとともに、ハードだけでなくソフト面に

も配慮した計画となっています。すなわちこの計画は新市のまちづくりを推進するための計画で

あり、そのために必要な事業や財政的な計画を策定するものです。

　また、この計画は新市の総合計画にも受け継がれ、年次計画に基づき推進されていくこととな

ります。

（２）計画の構成
　 この計画は、

　　 序章

　　 第１章　合併関係市町村の概況

　　 第２章　主要指標の見通し

　　 第３章　新市のまちづくりの基本方針

　　 第４章　新市の施策（県の取り組みも含む）

　　 第５章　公共的施設の適正配置と整備

　　 第６章　財政計画　　　　　　　　　　　　　

　 の７本柱で構成します。

（３）計画の期間
　この計画は、合併の行なわれた日の属する年度及びこれに続く15年度の計画とし、その間に行

なう施策等について記載しています。

　財政計画については合併後15年間交付税の特例措置があることから特例措置が終了した後も健

全な財政状況を維持できるよう、それぞれ過剰に見積もることのない財政計画とします。

序章
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（１）位置・地勢
　当地域は三重県の北西部に位置し、北は滋賀県、西は京都府、奈良県と接しています。近畿圏、

中部圏の２大都市圏の中間に位置し、それぞれ約１時間の距離です。近年ではこのような条件か

ら三重・畿央地域として首都機能移転候補地にも挙げられています。

　地形は北東部を鈴鹿山系、南西部は大和高原、南東部を布引山系に囲まれた盆地を形成してお

り、低地・台地は少なく、丘陵地が多くなっています。このため、限られた平地や台地を農地や

宅地として利用していますが、近年では丘陵地等を開発し、住宅団地なども形成されています。

　また、水系は大阪湾に流れ込む淀川の源流域であり、近畿圏域の水源地となっています。当地

域を取り巻く森林は地域の景観を形成するとともに、水源かん養、水質ろ過等の公益的機能を発

揮しています。このため、自然環境の保全に対して住民の関心が高く、多くの地域で自然との共

生をめざした活動も展開されています。

　

（２）気候
　当地域の気候は夏の蒸し暑さと冬の底冷え、朝夕と日中の気温の差など、寒暖の差が激しい典

型的な内陸型気候となっています。また、県内では比較的降水量が少ない地域でもあります。

◆2001（平成13）年度　気象状況

■位置図・地域図

気温（度）  年平均湿度 
（％） 

総降水量 
（㎜） 

資料：2003（平成 15）年刊 三重県統計書「気象官署別気象」より抜粋 

年平均気温 最高気温 最低気温
津
四日市
上野
尾鷲

16.1
15.0
14.4
16.2

38.9
38.2
36.9
37.5

-1.8
-4.4
-4.8
-2.6

67
70
71
72

1582.5
×(10月欠測)
1266.5
4283.5

第１章　合併関係市町村の概況
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（３）面積
　合併した場合の新市は、東西約30km、南北約40kmの縦長で、面積は約558k㎡になります。

　土地利用としては森林が全体の約62％を占める一方、農用地が約14％、宅地は約５％となり、

森林などの自然と共生しつつ、限られた土地の有効利用を図ることが必要となっています。

 
                ◆構成市町村の土地利用状況           単位：ha

上野市

伊賀町

島ヶ原村

阿山町

大山田村

青山町

新市

4,248

1,126

209

1,069

864

494

8,010

9,259

3,271

1,438

4,007

7,772

8,775

34,522

0

0

0

0

0

0

0

514

184

22

175

141

149

1,185

1,110

351

87

314

307

302

2,471

1,748

391

68

232

186

196

2,821

2,647

878

471

1,500

328

984

6,808

19,526

6,201

2,295

7,297

9,598

10,900

55,817

資料：三重県「県土地利用に関する各種施策の現状の課題」より抜粋 

農用地 森林 原野 水面･水路 道路 宅地 その他 総面積
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（４）人口・世帯
　1975（昭和50年）頃までは人口は減少傾向にありましたが、その後、企業の進出や住宅団地の

開発などにより、人口は緩やかに増加してきました。しかし、近年においては横ばいから減少に

転じています。

　特に住宅団地を抱える地域では、同世代の世帯が急激に流入したため、高齢化も急激に訪れる

ことが予測されます。なお、北部地域は、昼間人口、夜間人口に大きな差異は見られませんが、

南部地域では大阪方面への通勤・通学者が多く、昼間人口が少なくなっています。

　世帯数については、核家族化や住宅団地への流入等により増加していますが、１世帯あたりの

人員は年々減少の傾向にあります。

  

 

人口 

世帯数 

上野市 

１世帯人員

人口 

世帯数 

伊賀町 

１世帯人員

人口 

世帯数 

島ヶ原村 

１世帯人員

人口 

世帯数 

阿山町 

１世帯人員

人口 

世帯数 

大山田村 

１世帯人員

人口 

世帯数 

青山町 

１世帯人員

人口 

世帯数 

6 市町村計

１世帯人員

資料：国勢調査（各年 10 月 1 日現在）報告 

1980
（昭和55）

年

1985
（昭和60）

年

1990
（平成２）

年

1995
（平成7）
年

2000
（平成12）

年

2005
（平成17）

年

2010
（平成22）

年

単位：人

60,835

16,801

3.62

10,208

2,580

3.96

2,989

737

4.06

8,149

2,018

4.04

5,768

1,400

4.12

7,633

1,885

4.05

95,582

25,421

3.76

60,812

17,458

3.48

10,214

2,618

3.90

3,089

754

4.10

8,335

2,034

4.10

5,729

1,401

4.09

8,667

2,193

3.95

96,846

26,458

3.66

60,242

18,172

3.32

10,256

2,684

3.82

3,012

781

3.86

8,459

2,072

4.08

5,750

1,471

3.91

10,033

2,597

3.86

97,752

27,777

3.52

60,986

19,743

3.09

11,154

3,119

3.58

2,934

802

3.66

8,500

2,241

3.79

6,186

1,692

3.66

11,675

3,252

3.59

101,435

30,849

3.29

61,493

21,136

2.91

11,019

3,294

3.35

2,752

792

3.47

8,427

2,364

3.56

5,987

1,684

3.56

11,849

3,504

3.38

101,527

32,774

3.10

62,555

22,881

2.73

10,612

3,411

3.11

2,705

810

3.34

7,914

2,266

3.49

5,700

1,672

3.41

11,137

3,580

3.11

100,623

34,620

2.91

60,909

22,901

2.66

10,527

3,715

2.83

2,404

744

3.23

7,505

2,313

3.24

5,334

1,639

3.25

10,528

3,603

2.92

97,207

34,915

2.78
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（５）産業構造
　当地域の産業構造をみると、農林業を中心とした第１次産業については年々就業者が減少して

います。

　第２次産業については、名阪国道の物流利便性を受け、上野新都市内への工場立地等により、

地域内産業への波及効果が期待されています。

　第３次産業については、サービス業を中心にその割合が高まっており、観光関連産業の活性化

が望まれています。

　近年では、自らつくった農林産品（第１次）を加工し（第２次）、販売する（第３次）、総合

的な新しい産業（* 第６次産業）も行われつつあります。

（６）その他の地域特性
　当地域は京都・奈良や伊勢を結ぶ大和街道・伊賀街道・初瀬街道を有し、古来より都（飛鳥、

奈良、京都など）に隣接する地域として、また、交通の要衝として、江戸時代には藤堂家の城下

町や伊勢神宮への参宮者の宿場町として栄えてきました。

　このような地理的・歴史的背景から、京・大和文化の影響を強く受けながらも独自の文化を醸

成し、伊賀流忍者や俳聖松尾芭蕉や横光利一のふるさととして、また、吉田兼好ゆかりの地とし

ても広く知られており、歴史文化の薫る地域となっています。

　歴史・文化的な背景を受け、三重県は東海地域に属しているものの、地理的条件や文化的背景

から、「伊賀は関西」という考え方が古くから定着しています。

◆構成市町村の産業別就業者数の推移                          単位：人 

  1990 
（平成2） 
年 

1995 
（平成7）
年 

2000 
（平成12）
年 

2005 
（平成17）
年 

2010 
（平成22）

年 

農業 5,058

188

1

83

3,634

17,718

300

3,179

7,972

1,046

183

9,170

1,674

39

50,245

4,777

174

1

97

4,286

17,850

311

3,356

8,533

1,051

172

10,535

1,813

70

53,026

3,438

117

0

63

4,113

16,983

295

3,139

8,584

951

191

11,231

1,872

189

51,166

3,680

83

0

56

3,208

15,986

26,545

438

49,996

2,431

1

31

2,460

14,668

24,235

3,784

47,610

林業 

 業漁

鉱業､採石業､砂利採取業 

建設業 

製造業 

電気･ガス･熱供給･水道業 

運輸･通信業 

卸売･小売業,飲食店 

金融･保険業 

不動産業 

サービス業 

公務(他に分類されないもの)

 分類不能の産業 

合計 

資料：国勢調査 

注）2005（平成 17）年と 2010（平成 22）年の調査では、第３次産業の区分が変更されたため、内訳を省略した
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（１）人口
　構成市町村の人口は増加傾向で推移してきましたが、近年は他地域からの転入者数の減少や少

子化等により、増加率が低下しています。今回、新市の将来人口の推計を行ったところ、2000

（平成12）年をピークに今後減少に向かうことが予測されます。

　高齢化の傾向はさらに進展し、老年人口比率は2000（平成12）年の23.0％から2030（平成42）

年には35.1％にまで増加するものと推計されています。高齢者の増加により、保健・医療・福祉

等に対するニーズはますます増加・多様化することが予想されるため、その基盤整備を早急に進

める必要があります。

　出生率の低下は全国的な傾向ですが、要因としては、価値観の多様化による晩婚化や子育ての

負担感の増大などによる１夫婦あたりの出生数の減少等が考えられます。少子化の進展により、

労働力人口の減少や地域社会の活力の低下等が懸念されることから、安心して出産・子育てがで

きるような環境の整備が必要になっています。

　また既に開発されている宅地の有効活用や公営住宅建設等の住宅整備、企業誘致や創業促進等

による雇用機会の創出などにより、若者の定着や流入を促進することも必要になっています。

◆ 新市の将来人口推計

　

 

95 , 58 2 97 , 75 2
101 , 52 7 97 , 20 7 93 , 21 0

89 , 00 0
84 , 50 9

79 , 913

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

昭和55年
（1980）

平成2年 平成12年 平成22年
（2010）

平成32年平成37年
（2025）

平成42年平成27年

推計値

（人）

第２章　主要指標の見通し
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（２）世帯数
　世帯数は、核家族化の進行や高齢者も含んだ一人暮らし世帯の増加などにより、これまで増加

していましたが、今後は人口減少に伴い、世帯数についても微減傾向にあります。

　今後、高齢者のみ世帯や高齢者の一人暮らし世帯も増加することが予測されることから、高齢

者が安心して生活できるような地域づくりが必要になっています。

◆  新市世帯数の将来推計（コーホート変化率法）

　

◆ 新市の年齢３区分別人口の将来推計 
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（３）産業
　少子高齢化にともない、就業者数は1995（平成７）年をピークに減少に転じつつあります。就

業者数の減少は地域経済への影響が大きいことから、特に高齢者や女性を含めた雇用の確保を図

ることが必要になっています。

　第３次産業就業者数は1995（平成17）年まで増加すると予測されますが、第１次、第２次産業

就業者数は減少するものと予測されます。しかしながら、地域の自然環境保全や適正な土地利用

の面からも第１次産業の振興は大切であり、今後、担い手を確保するとともに、第２次産業や第

３次産業との連携を深めた総合的産業（* 第６次産業）へと発展させていく必要があります。

◆新市の産業３区分別就業者数の将来推計（コーホート変化率法）

◆新市の産業３区分別就業者割合の推移及び推計

推計値
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１．新市の将来像
　時代の潮流や構成市町村を取り巻く環境を踏まえ、新市の目指す姿を次のとおり掲げ、地域の　
* ポテンシャルを高めながら自立した新市の創造をめざします。

　将来像：

　地域社会を創造し継承していくのはそこに住む人びとであり、一人ひとりが想いを持って地域活

動に取り組み、そのエネルギーを高めたとき、個性あふれ魅力のある地域が形成されます。

　自己の想いが実現でき、自分たちの住んでいる地域に愛着を感じられるまちづくりをめざしてい

くことが、住み良さを実感できるまちの実現につながります。

　当地域は歴史や文化などの面において共通点が多くありますが、それぞれの地域独自のものも多

くあります。まずは各地域で市民自身の手によるまちづくりの自治が行われ、新市が一体になって

共生・連携することにより、それぞれが持つポテンシャルを高めながら、他の圏域と交流してくこ

とにより、自立した新市の創造をめざします。

２．新市のまちづくりの基本理念
（１）* 「市民」が主体となり地域の個性が生きた自治の形成
　「補完性の原則」に基づき、市民自身が、あるいは地域が自らの責任のもと、まちづくりの決

定や実行をしていきます。また、行政はこれらの活動を支援するとともに自己改革を進めるなど、

あらゆる面において自立した自治を形成します。

補完性の原則
　「家族や地域などの小さな単位で可能なことはそれに任せ、そこでは不可能もしくは非効率な

ものを、市町村や県、国などのより大きな単位が行う」という考え方

（２）持続可能な共生地域の形成
　「自然との共生を図り、あらゆる人が共に同じ地域で暮らせるまちづくりを進める」という考

え方が大切となっています。各地域が持っている様々な資源を有効に活用しながら、次世代に引

き継いでいける持続発展可能な循環型の地域を形成します。

（３）交流と連携による創造的な地域の形成
　市民が情報を共有し、自由に行き来できる環境づくりに努めます。各地域の資源を総合的に活

かし合いながら、他圏域と交流し連携を進め、創造性あふれる地域を形成します。

ひとが輝く　地域が輝く
～住み良さが実感できる自立と共生のまち～

個人 家族 地域 市 県 国 世界

第３章　新市のまちづくりの基本方針
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３．土地利用計画及び各ゾーン振興の方針
　新市を次の３つのゾーンに分けて、それぞれ計画的な施策の展開を図ります。また、各ゾーンが

持つ特色を発揮しながら有機的な連携を図り、新市の一体的な発展につなげていきます。

　具体的な土地利用計画については、新市発足後に審議機関を設け、計画の策定等に取り組みます。

 

森林ゾーン
　鈴鹿国定公園、室生赤目青山国定公園の２つの国定公園区域やその周辺及び山林等の区域を森

林ゾーンと位置付け、景観形成や生態系の維持、水源かん養等公益的機能を持たせます。

　当地域の自然環境保全は、農林業の振興と関わりが深い状況にありますが、昨今の農作物や木

材の不況等により農業や林業を離れる人が多くなり、農地や林地が荒廃しつつあります。また、

戦後の造林施策により山林は針葉樹が多くを占め、公益的機能の低下や生態系への影響が生じて

います。

＜ゾーンの土地活用方針＞
　このゾーンは今後とも山林を保全し、適地においては針葉樹から広葉樹への植え替え等を促進

することで、山林の持つ公益性の強化を図ります。特に新市南部のゾーンは川上ダム上流になる

ことから、こうした機能の拡充を図っていきます。

　天然の自然が多く残されている国定公園区域においては、一層の環境の保全を図り、生態系等

の維持に努めます。

　現在の山林は、木材不況や林業家の高齢化等もあり、荒廃しつつあります。間伐や枝うちなど

適正な管理が行なわれるよう補助制度等を検討するとともに、* グリーンツーリズム等の推進や

担い手の育成・確保に努めます。

　また、山林はゴミ等が不法投棄される恐れも高いことから、監視体制の強化等を図り、適正な

維持管理を図ります。

■土地利用計画図

凡例

森林ゾーン
農住ゾーン
市街地ゾーン

鉄道
主要幹線道路
計画路線
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農住ゾーン
　森林と生活が密接に関係し合うのが里山です。昔の生活では薪や炭を燃料として使用していた

ため人と森林は共生していました。しかし、近年は石油燃料が中心となり、薪炭に頼ることがな

くなったため、森林と人の生活が遠のき、かつて生活することで自然を保護してきたという里山

のサイクルが崩れています。

　また、造林施策によって里山も従来の雑木林から針葉樹林に様変わりし、かつての里山が持っ

ていた公益性や公共性が薄れています。同時に針葉樹は広葉樹に比べ保水力が低いといわれてお

り、急な増水や鉄砲水など防災面からの問題も指摘されています。

　このゾーンには、里山を背景とする農地も広がっており、地域独特の農業等の展開が見受けら

れます。農地は概ね集積されており、大規模農業の展開も可能です。元来、伊賀米は良質な米と

して知られ、近年の食の安全に対する志向からも他の三重米と一線を隔しており、今後も振興し

ていく必要がありますが、採算性や従事者の高齢化などの問題も生じています。また、当地域は

やわらかい肉質等で評価の高い伊賀牛・伊賀豚の産地でもあります。

＜ゾーンの土地活用方針＞
　昨今見直されつつある里山を再生し、里山全体を* フィールドミュージアムとみなして活用し

ます。また、里山再生についても* ＮＰＯや公益的機能を享受している住民等との協働は必要不

可欠であり、行政としても保水力の高い広葉樹への植え替え等を支援することで、混交林化の推

進を検討していきます。さらに、このゾーンは交通の利便性が比較的高く、保健休養機能も持ち

あわせていることから、都市圏住民と交流・協働による里山の再生を図ります。

　また、農地については、地域の特色を生かし、それぞれの産業が有機的に連携することでお互

いに高め合いながら新しい農業形態を創造し、適正な土地利用を図ります。適地においては農業“特

区” として位置づけ、不公平感のある生産調整の是正を求めていきます。昨今の経済情勢等から

農地にも荒廃がみられつつあり、認定農業者や滞在型観光農業（アグリツーリズム）の振興等によ

る次代の担い手の育成に尽力することで農地の保全を図ります。

　さらに、昔から大切に守られてきた地域資源や新しく開発された地域資源を有効に活用し、そ

こに生活する者が愛着や誇りの持てる地域を創造するとともに、都市住民には癒しの場の提供に

努めます。

市街地ゾーン
　主に市街地が形成されている地域です。市街地ゾーンの中には土地利用上の規制が明確な区域

と明確でない区域があります。また、開発計画のある市街地も、このゾーンに含まれています。

　既存の市街地では、ある程度の商業・産業の集積が行なわれていますが、一部の区域では市街

地の空洞化も見られます。

　このゾーンは、今後も地域の商業・産業の中心的な役割を担うことが期待されるため、市街地

活性化等の対策も必要となっています。

＜ゾーンの土地活用方針＞
　市街地については適正な土地利用に誘導する必要があり、新市における都市計画区域の見直し

とあわせ、計画的なまちづくりを行う必要があります。

　　また、地域の商業・産業の中核的な機能や地域間の連携を強化するためには、道路や公共交通
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機関の充実も必要となっています。新市の交通体系のあり方とともに道路の* セットバック等

による整備や公共交通機関の連携等による充実を行い、アクセスの向上を図っていきます。

　さらに、既存の商業集積地域では、地域固有の文化・歴史を尊重し個性を伸ばす取り組みと

して、まちなみや景観保全など身近な環境や生活空間に着目した取り組みを推進します。これ

を基軸として、住民自らが安心して生活でき、かつ暮らしやすさを追求できるよう、秩序ある

まちづくりを行い、商業機能の再編強化に努めることで、新たな生活・交流の場を創造し、ま

ちに賑わいや活力を再生させる施策を展開します。

４．地域自治の方針
　これまでは行政が主体となり、国による関与のもと全国各地で画一的なまちづくりが進められて

きました。しかし、国民の最低限度の生活保障や社会基盤整備がある程度達成された今、住民が主

役となったまちづくりや個性あふれる豊かな地域づくりが求められています。

　新市においては、基本理念にもある補完性の原則に基づき、少子高齢社会への対応や環境保全と

いった地域を取り巻く様々な課題に住民が積極的に取り組んでいける、地域自治・住民自治の仕組

みづくりを構築し、それを実現していける自治体行政の組織・体制づくりを行います。

◆個人自治と住民自治と団体自治
　広辞苑：自治とは「自分で自分のことを処理すること」

（１）地域内分権のしくみ
①狭域有効業務と広域効率業務の棲み分けによる効率化
　合併により新市の規模が拡大しますが、同時に地域内分権改革を進め、行政の業務を狭域で有

効なものと広域で効率なものとに整理することで、地域特性に応じた専門性の高いサービスの提

供が可能となります。

　「狭域有効業務」は、住民自治が行われる範囲内で、できる限り自治会や* ＮＰＯ等を含めた住

民との協働で行うことが求められます。

　「広域効率業務」は、補完性の原則に基づき広域的な処理が求められ、全市民の利益につながる

業務を行います。これらの業務については、名張市との広域的な連携強化を進めていく必要があ

ります。

個人自治 住民自治 団体自治
個人・家族・法人 地域コミュニティ・ＮＰＯ 市行政・議会 

 務業率効域広 務業効有域狭

住民サービス 直接業務（窓口・住民相談等） 間接業務（総務・企画等） 

健康・福祉 在宅介護、基礎医療（検診等）など 介護保険運営、高度医療 など 

生活・環境 ごみ分別、防災体制（自主防災）、 

環境美化 など 

一般廃棄物の収集・処理、防災体制

（常備消防・救急救助体制）など 

教育・文化 地域学習・公民館活動 など 高等教育、文化公演 など 

産業・交流 商店街振興、地区イベント など 雇用対策、企業誘致、広域交流など
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②行政組織内分権の確立
　狭域業務、広域業務をそれぞれ有効かつ効率的に運営するためにも、行政組織内分権が求めら

れます。

　まず、補完性の原則に基づき、住民自らが各地区での自治が行える場として、「自治センター

（仮称）」を設けます。次に、住民自治を補完する行政機能として、旧市町村単位に支所を設

け、住民への窓口サービスや地域振興業務などを行います。そして、全市一体となった発展を図

るため、主に企画、総務、議会、広域行政を行う本庁を設けます。

　組織は極力スリム化、* フラット化させ、支所長等の権限を充実させることにより、意思決定

の迅速化を図ります。

　将来的には、自治センターを中心とした自治の権限・機能が確保・拡充されていくことによ

り、行政業務全体の見直しを行い、総合性・機動性を確保したスリムな組織と行政システムを構

築していきます。

自治センター 自治センター 

自治センター  自治センター自治センター

支  所 支  所 

本 庁 

 庁本 所支ータンセ治自 動活・務業

   ○ 動活治自民住

  ○  務業い高の性便利のへ民住

  ○  務業い高が会機加参の民住

地域の特定課題・需要に関する業務  ○  

  ○  務業るわ関に場現

 ○   務業な的一統の市新

 ○   務業るわ関に域全の市新

対外的業務（国・県・他地域などとの調整）   ○ 
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　（２）住民自治が機能する仕組みづくり
　誰もが自由に参加しながら、身近に地域の課題を話し合い解決できる場として、住民自治組織が

必要です。新市では、各地域で住民自治が確立でき、それぞれの地域の意見が行政施策へ反映され

るよう、自治基本条例などにより制度化を図っていきます。また、地域住民が主体となって「住民自治

協議会（仮称）」を設置する場合、行政は必要に応じて設置・運営を支援していきます。

　①住民自治協議会の要件
　制度化にあたって対象とする住民自治協議会の要件は、次のとおりとします。

ⅰ）区域を定めること。

小学校区（旧村）単位を基本とし、地域の事情によっては中学校区単位なども考えられ 

ます。（子どもからお年よりまで参加できるためには、一般的に小学校区の範囲が限度

とされており、また、今後、地域福祉や地域教育、地域防災といった課題に対応してい

くには、小学校区単位程度の範囲が最適と言われています。）

なお、区域をさらにいくつかに分割する場合には、当該区域の住民で話し合いのうえそ

れぞれで組織化し、その連合組織を住民自治協議会の単位として取り扱います。

ⅱ）会員は、その区域に住所を有する者であれば、個人、団体、企業等を問わず誰でもなれること。

ⅲ）組織設置の目的が、その区域内の住民・団体等の相互の連絡・親睦、地域環境の整備など良好

　　な地域社会の形成に関するものであること。（宗教活動や政治活動を目的とするものでないこと。）

ⅳ）規約を定めていること。

　　　目的、名称、区域、事務所の所在地、構成員の資格、代表者、会議など。

ⅴ）組織全体の運営にあたる役員や代表者は、民主的に選出されたものであること。

　　　必ずしも直接選挙による必要は無く、地域住民総会において選出方法なども考えられます。

　②住民自治協議会の機能と新市での位置づけ
　　ⅰ）地域審議会的機能

　　　　●諮問機能････当該地区における市の施策について、市長（支所長）からの諮問に応じて

　　　　　意見を述べることができます。

　　　　●提案（勧告）機能････当該地区における市の施策について、市へ提案・勧告することができます。

　　　※特定地域に関する業務は基本的に支所で対応することから、これらの機能に関する部

　　　　分は、支所長の諮問機関として位置づけます。

ⅱ）同意・決定機能

　　当該地区で行われる行政事務に関し、住民生活と関わりが深いものは、あらかじめ地区の

　　同意を得るものとします。

　（例）

　　ａ．地区の同意を得て行政が実施できるもの

　　　・都市計画の地区計画

　　　・地区内の生活道路の維持管理・修繕（箇所付けや順位など）

　　　・一定規模以上の開発・建築　など

　　ｂ．地区の決定が行政の決定となるもの（但し詳細については双方の合意が必要）

　　　・自治センターの管理運営

　　　・* コミュニティ広場の維持管理　など
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　③地域まちづくり計画の新市での位置づけ
　地域まちづくり計画は、住民自治協議会が策定する地域住民自らが取り組む活動方針・内容

を定めたものであるとともに、地域と行政が協働で取り組む内容も含まれます。

　また、新市において総合計画の地区別計画を策定する際は、広域的な観点から調整が必要な

場合を除き、地域まちづくり計画をベースに策定していきます。

　④経過措置について
　　ⅰ）住民自治組織が設置されるまでの対応

　　新市発足時に全地域で住民自治協議会の設置が困難な場合は、地域の課題が新市に反映で

　きないことも想定されるため、住民自治協議会が設立されるまでの間、支所長の諮問機関と

　して「地域振興委員会（仮称）」を暫定的に設置し、構成委員については、当該地区の住民

　において選出できる制度を創設します。

ⅱ）住民自治組織の法人化

　　住民自治協議会は任意の組織ですが、将来的には、対外的な業務や財産管理なども行うこ

　とが予想され、その際には法人化の必要性も出てきます。現行法上では、これに対応できる

　制度が不十分なため、当面の間は市条例による認定団体などにより対応しつつ、今後、地方

　自治法の改正などがあった際に、法人化への移行を検討していきます。

・・・諮問機関（地域審議会の機能も持つ） 

選 出 

市　　長

支　所　長

地域振興委員会

地 域 住 民 ・ 団 体 等

基　本　計　画

実　施　計　画

第1ブロック
地区別計画

伊賀市総合計画
基　本　構　想

○○○地域
まちづくり
計画

○○○地域
まちづくり
計画

○○○地域
まちづくり
計画

第６ブロック
地区別計画
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１．分権・自治の確立

* 「市民」が主役・地域が主体　伊賀市分権型まちづくり

　これからは、市民が主役となり地域が主体となった分権型のまちづくりを、補完性の原則に基づ

いて実現していく必要があります。

　自治を担う自立した「市民」は、行政との関係をこれまでの垂直的な関係から水平的、自立的な

対等・協力関係とし、「わたしたちのまちはわたしたちの手でつくる」という自己決定、自己責任

の原則の気運を高めなければなりません。一方、自治体行政が「市民」から共感が得られる行政運

営を行うためには、地域住民にとって最低限必要な公共サービスを図りつつ、まず情報の公開・共

有化等により、「市民」が自治に積極的に参画できる仕組みを「市民」との協働で構築し、住民選

択に基づく最適公共サービス水準を実現していくことが、合併後の新市における新しい行政システ

ムの根幹となります。

①行政組織内分権の確立
　新市が、有効かつ効率的に行政運営をするためには、組織内の分権化が求められます。
　まず、先に述べた住民自治の拠点である自治センターを設けるとともに、それを補完し各種の住民
活動等を支援する総合的な地域行政機関として、旧市町村単位に支所を設け、住民への窓口サービス
や地域振興業務を行います。そして、全市一体となった発展を図るため、支所間の調整や専門性の高
いサービス、新市全体にかかわる企画、総務、議会、広域行政を行う小さな本庁を設けます。
　支所等については、機能充実が必要なほか、施設面でも老朽化や耐震性、* バリアフリーへの
配慮などが課題となっており、今後整備も含めた改修等についても検討します。
　また、サービス充実や効率化の観点から、組織は極力スリム化、* フラット化させ、支所長等
の権限を充実させることにより、意思決定の迅速化を図ります。
　これら自治センター、支所、本庁は、* ＩＴ基盤の整備充実などにより、有機的に連携しなが
ら、行政サービスの提供や自治の確立をめざします。
　将来的には、自治センターを中心とした自治の権限・機能が確保・拡充されていくことにより、行政業
務全体の見直しを行い、総合性・機動性を確保したスリムな組織と行政システムを構築していきます。

②伊賀流住民自治活動に対する支援
　住民自治活動が機能する仕組みとして住民自治協議会の設置を条例により制度化するとともに、
行政は必要に応じて設置・運営を支援していきます。
　但し、住民自治組織は、地域住民が自発的に設置するものであり、自治活動もあくまで自主的なもので
あることから、行政による過度の干渉や支援により自主性が損なわれることのないよう配慮します。
　人的な支援は、各支所に配置の地域振興担当により、自治組織の設置・運営や地域まちづくり
計画の策定などに関して助言や情報提供を行います。
　住民自治活動の拠点場所として設置の自治センターは、既存の地区センターや地区公民館等の
活用を基本とし、類似の施設がない場合には小中学校の空き教室など既存の公共施設を有効利用
するなど、過大な投資にならないよう配慮しつつ整備します。
　また、住民自治活動に対しては、地域の創意・工夫が発揮され、より活性化できるような財政
支援制度を設けます。

第４章　新市の施策
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　◆伊賀流自治

 

③伊賀流住民自治の実現に向けた* パートナーシップの形成
　住民と行政が協働してまちづくりを進めるためには、情報の共有化や市民活動の支援、行政改
革などが必要であり、自治基本条例や市民参加条例などの自主条例の制定を通じて、これらの取
り組みを自治の基本として永続的に確保していきます。

ⅰ）情報の共有化による協働のまちづくり
　計画なくして実行なし。参加なくして計画なし。情報なくして参加なし。住民参加をどのよう
に進めていくかが、行政改革の重要なポイントです。
　情報を共有していくためには、単に行政が情報を公開するだけではなく、様々な手段によって
積極的に発信し、さらに、住民がその情報に対するチェック機能を強化させることで、住民自身
が行政に対する参画意識を高めていくことが大切です。
　計画段階から住民と行政が一体となって生活者起点の発想で施策展開を図ることで、住民　が
ずっと住み続けたくなるようなまちづくりを進めます。

ⅱ）「市民活動支援センター（仮称）」による支援体制の整備
　住民が主体となった自治活動や* ＮＰＯ活動等をさらに進めるには、相互の連携や情報の共有
などが必要となります。このため、行政が設置し、民間団体（ＮＰＯ）が運営を行う市民活動支援
センターを設け、各種活動に対する支援体制の整備を行います。
　※市民活動支援センターが設置されるまでの間、支所においてこれらの業務を補完します。

 

（他の）住民自治協議会 

●住民自治協議会● 
小学校区程度に住民が自発的に設ける住民自治組織 

(仮称)  

地域 

まちづくり 

    計画

自治会・ＮＰＯ・団体・企業・
公募参加住民など 

広報・教育・産業・福祉・
防災・環境・文化・体育など

市民活動支援センター 

新市

連携・交流・協議 

支援 

提言・参画 

計 
画 
の 
策 
定 
支 
援 

情
報
提
供
な
ど 

専
門
家
派
遣

学
習
機
会
・

場
所
の
提
供

連携・交流・協議

（計画に基づく） 

事業実施 

運営委員会 

実行委員会 

人権まちづくりの推進 

地 域 福 祉 の 推 進 

地 域 防 災 の 確 立 

地 域 環 境 の 保 全 

地 域 教 育 の 確 立 

郷 土 文 化 の 振 興 

など 

■地域まちづくり計画とは

地域問題に向けた各主体(個人・団体等) の 

取り組みや行政との協働の方針、活動計画。 

（他の）住民自治協議会 
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　◆市民活動支援センター

ⅲ）行政の意識改革

　　生活者を起点として、住民が主体となったまちづくりを進めていくには、これまでの行政

　職員の意識や行政の仕組みを見直す抜本的な行政改革が重要となります。

　　また、一定の基準により住民と行政の役割を明確にするほか、協働の仕組みづくりのひと

　つとして、計画（plan）・実行（do）・評価（check）・改善策の実行（action）からなる行

　政経営手法を機能させ、行政に対する住民の評価や独立した外部監査機能を導入します。

　④自治能力の向上　～自立したまちづくりに向けて～
　行政体としての自治能力を高めるためには、自ら決定できる権限、自己で調達できる財源、

専門的・政策的な業務が行える人材の確保などが必要です。

ⅰ）自ら決定できる権限の確保

　　住民の多様なニーズに応え、独自のまちづくりを進めていくためには、自ら政策立案した

　事項を決定できる権限が欠かせません。権限の多くは、県が有していますが、地方分権の流

　れや人口規模の拡大などにより、県からできる限りの権限や財源の移譲について要求し、必

　要な権限を包括的に確保することをめざします。

　　特に、新市が重点を置いて取り組んでいく分野については、権限・財源の移譲について強

　く要求し、確保するよう努めます。

ⅱ）財政基盤の強化

　　県（国）からの権限移譲と合わせてその執行に必要な財源を移譲するとともに、自主課税

　制度の検討を行うことで、新たな財源の確保に努めます。また、行政本来の役割の見直しや

　外部委託、民営化などにより、経費の節減に努めていきます。

ⅲ）自治体運営を遂行できる職員の育成、確保

　　独自のまちづくりを実行していくため、専門的な政策形成ができる職員の育成や確保を図

　っていきます。また、専門的な分野については、優れた能力を身に付けた人材を外部から登

　用するなど、柔軟な人事体制を構築します。

市 民 活 動 支 援 セ ン タ － 

人材派遣機能 
（専門家・コーディネーター）

団体等活動評価機能 
（住民自ら評価を行う） 

財政的支援機能 
（一定基準に基づく支援） 

サロン機能 
（情報交換・人材交流） 

情報収集・提供機能

学習・研究機能 
（まちづくりリーダー養成）

など 

住民自治活動 

市 民 活 動 

Ｎ Ｐ Ｏ 活 動 
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　ⅳ）民間経営手法を取り入れた質の高い行政運営

　これからの行政運営は、管理から地域の経営へ視点を移し、抜本的な改革を図っていく必　

要があります。このため、民間の経営手法や民間活力を導入し、行政部門の効率化、活性化　

を進めます。

　◆主要施策
　　分権・自治の確立　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住民自治活動・

市民活動の支援

自治センター・

市民活動支援

センター等の整備

情報の共有化

抜本的な

行政改革の推進

自治能力の向上

電子自治体の構築

庁舎・支所の整備

住民が自発的に設置する住民自治協議会の運営や各種の市民活動を支援します。

また、行政と住民がパートナーとして活動できる協働の仕組みを強化します。

・　住民自治協議会の設置・運営の支援

・　まちづくり計画策定の支援　　など

住民自治活動の拠点施設として既存施設等を活用した自治センターを設置し、自

治の振興を図ります。また市民活動支援センターを設け、市民活動や自治活動を

支援します。

住民や行政等が共に参画し、協働でまちづくりを進めていけるよう、情報の共有・

共用を図ります。

・　情報基盤の整備

・　電子会議室（ｅ-デモクラシー）の活用

・　各種計画等に対するご意見募集（* パブリックコメント）

・　地域公聴会の開催　　など

行政に民間の経営手法を取り入れるとともに、職員の定員管理や資質向上に努め、

効率的・合法的な行政運営が行えるよう行政改革を推進します。

・　専門職員の育成・確保

・　人事交流の拡充

・　組織のスリム化・* フラット化・ネットワーク化

・　外部監査の導入

・　行政経営品質向上活動

・　行政評価システムの導入　　など

自治能力を高めるため、権限、財源、人材の確保を図ります。

・　包括的な権限確保と権限移譲に伴う財源確保

・　自主課税制度の検討　　など

住民サービスの向上や効率的な行政運営ができるよう市内全域で情報通信基盤の

整備とシステムの構築に取り組みます。

・　情報公開システム

・　電子申請・届出システム

・　総合型地理情報システム　　など

分権型行政が機能できるよう、耐震性や* バリアフリーにも配慮した庁舎・支所

の整備を行います。
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２．健康・福祉の推進
安心して暮らすことのできる福祉社会をめざして
　～一人ひとりが参加し、自己実現を果たすまち～

　かつてない少子高齢社会を目前にして、医療費や介護費などの増加及び働き手の減少による産業

や消費の停滞による税収の減少が予測され、国や地方自治体の財政悪化が懸念されています。また、

生活様式や価値観の多様化により、家庭や地域における相互扶助機能が低下しており、これが将来

生活への不安を助長する一因ともなっています。

　このような情勢のなか、安心して生活し、より良い生涯を過ごすためには、健康づくりや医療の

充実はもちろんのこと、最低限必要な社会保障の確立や当事者主体の地域福祉の推進が不可欠です。

そのためには、行政、社会福祉法人、医療法人、* ＮＰＯ、ボランティア団体、民間企業等々、多

様な主体が相互に連携をとるとともに、市民と行政の協働による* ボトムアップ型の政策展開が必

要となっています。住民が主体的に健康・福祉に参加できるよう、現況の健康・福祉サービスにつ

いて問題点も含めて情報公開を徹底するとともに、住民が主体となったワーキンググループを結成

するなど、計画から実施まで住民が関与することで身近な福祉の実現を図ります。

　今日、国の規制緩和方針と連動し、福祉サービスを市場競争システムに委ねようとする考え方が

出てきています。しかし、* 憲法25条をはじめとする福祉への公的責任は重要であり、公と民が協

働で取り組むことで「安心して暮らせる社会」の構築を行ないます。

　たとえどのように文化水準が向上しようとも、生活上の困難は存在し続けることが想定されます。

すべての市民が、その人らしく、安心して暮らしつづけることを相互に保障できる“福祉でまちづく

り”をめざし、一人ひとりが人として尊重され、人と人とが心のつながりを持ち、生きがいと夢をも

って暮らせるまちをつくり上げていきます。

　①健康づくりが実現し、安心して暮らせるまち
　健康づくりには、病気の予防や、病気の早期発見、そして一人ひとりが健康への関心を高め

ることが重要です。そのため、健康診断の受診率向上、受診結果を早期治療につなげる支援な

ど、予防医療の充実を図ります。特に、生活習慣病については、早期から職場や地域で研修の

機会を設けるなど、地域全体で生活習慣の改善に取り組みます。

制度でカバーされない部分を解決する仕組みを創り出すことが必要

制度による福祉の守備範囲

本人の願い・困りごと

はみ出る部分がある 住民を中心に事業化制 度 化 

地域福祉のイメージ
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　また、既存の施設を拡充して、事業の中核となる健康増進施設とし、一人ひとりの健康指導

を行い、リハビリや軽いトレーニングのできる機能を持たせます。さらに、参加型のスポーツ

イベント等を開催することで、健康意識を高揚し、高齢者や障害者の社会参加を支援します。

　健康であるには、こころの健康も重要であり、学校や職場での専門的カウンセラーの確保や

医療機関とのネットワーク化、自然環境を活かしたストレス軽減の場づくりなどにより、生涯

を通じた精神衛生の充実を図ります。

　また、安心して暮らすためには、医療機能と介護機能の双方が必要であり、高度先進医療や

三次救急にも対応できる基幹病院の整備・充実、身近な日常的診療にあたるホームドクターと

中核医療機関との連携強化、* ＩＴを活用した在宅健康管理システムの導入などに取り組んで

いきます。救急医療については、より速くより適切に対応できる組織づくりや、住民への知

識・技術の普及向上、さらに、医療・福祉・保健が一体となった専門職チームの組織化などを

行います。

　高齢者介護については、地域において安心して住み続けることができるよう、既存施設や空

き家などを活用する仕組みを整え、虐待などの緊急事態に対応する一時的な待避機能を確保す

るとともに、* ＩＴを活用した見守りシステムを充実させるなど、これまでに蓄積されてきた

社会的資源を充実改善し、高齢者がより一層安心して暮らせるようにします。

　さらに、社会的に不利な立場にある人が、災害時に取り残されることがないよう、自主防災

組織や災害ボランティアの育成・充実、当事者も含めた地域ぐるみでの防災訓練や、安全点検

の定期的な実施などの安全対策に取り組みます。

　また、小規模で多機能な総合相談窓口を自治センター単位で設置するなど、生活上の困難に

対して気軽に相談に応じ、具体的な解決に導くことができる体制を整えます。

　また、安心して暮らすための要素である住宅についても、既存住宅の* バリアフリー化をは

じめ、新設住宅の* ユニバーサルデザインに基づく整備を進めます。

　②一人ひとりが尊重され、* ノーマライゼーションが実現するまち
　障害者や高齢者などがあたりまえに等しく幸せに暮らせるまちをつくるため、ノーマライゼ

ーションの実現は重要で大きな課題となっています。

　一人ひとりが尊重され、それぞれの幸せを実現するためには、公と民が互いに力を合わせ、

行政の公的責任を後退させることなく、信頼感ある公正な福祉社会を築くことが求められます。

　ノーマライゼーションを阻むものには、物理的障壁や意識上の障壁など様々あります。物理

的障壁については、道路や建物の段差解消や低床バスの導入等、だれもが安全で利用しやすい

ユニバーサルデザインの概念に基づく福祉のまちづくりを推進していきます。同時に、障害者

の就業確保のための* ジョブコーチ制度の充実や多様な就業形態の創出・定着を促すなど、条

例の制定も視野に入れ、バリアフリーの徹底を図ります。

　こころのバリアフリー化は一見やさしいようでなかなか進まないことでもあります。一人ひ

とりが社会的に不利な立場にある人の心の痛みを理解し、そのような状況におかれている人が

あらゆる機会に参加できる仕組みをつくっていきます。

　また、「人が人を支援する場」に参加するための情報に、能動的にアクセスできるよう、参

加手段および情報共有手段の確保と体制づくりを実現するとともに、違いを認め合い、違いを

大切にすることで福祉教育の充実・向上を図ります。

　さらに、社会的に不利な立場にある人が、地域社会から隔離されたり、不当な扱いを受ける
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ことがないよう、専門機関を設け、的確に取り組んでいきます。医療や福祉の現場において、

サービスを受ける人の権利が十分に尊重されないことも起こっている現在、利用者が納得して

福祉サービスや医療を受けられるよう、利用者本位の体制づくりを進めます。本人の意思に反

して人権が侵害されるおそれのある場合には、緊急に介入して関係調整と適切な支援が行える

よう、ニーズ発見の仕組みと人権保護のシステムを充実します。

　また、不当な販売行為や財産の侵害、虐待などの権利侵害を防ぐため、法や制度を充実させ、

関係分野の専門家の確保を行います。同時に、本人自身の解決能力の強化を図るため、権利や

法・制度に関する知識を普及啓発し、制度の利用を支援します。

　③支えあい、参加する福祉文化のあるまち
　措置される福祉から選択する福祉への制度が変わってきています。住民参加型の福祉社会の

なかでは、こころ豊かな生涯教育や自らの福祉文化をつくっていくために、一人ひとりが十分

に考えながら活動に参加しなければなりません。

　超高齢社会においては、人材の確保は重要な課題となっています。健康で働く意欲があり、

知識や技能を有する高齢者が地域社会で活躍・貢献することができる人材センター等の機能拡

充を図ると同時に、個人、団体を問わずそれぞれの個性を活かしつつ連携できる* 地域福祉プ

ラットホーム型のシステム実現に取り組み、様々なサービスを必要とする人と提供する人とが

結ばれる環境づくりを進めていきます。

　また、移動手段の不足が社会参加の妨げとならないよう、障害のある人や高齢者を対象とし

た外出支援事業の充実を進めるとともに、タクシーを活用したドアtoドアの新交通システムの

開発・導入や電動スクーターの普及促進など効率的で有効な移動手段を整えます。ドアtoドア

を一層拡充し、ベッドtoベッドの移送システムも私的に活用できるよう、方策の一層の拡充を

図ります。さらに、* ＩＴの整備などにより、移動せずに社会参加ができるような手段・方法

の確保についても検討します。

　潜在している能力を発掘活用して福祉に役立てられるよう、様々な機関や団体によるオリジ

ナリティあふれる研修を提供したり、関心のある人が気軽に、少しの時間でもボランティアに

参加できるよう、多様な手段を用いて情報提供していきます。

　支援の形態は、近隣を中心としたものから、* ＮＰＯやボランティアなどエリアを越えて支

援するものまで多様にありますが、良好な近隣支援関係を構築しつつ、行政と住民が共有でき

るサポート機関を設置します。

　また、個人やボランティアの力には限界があるため、行政としても積極的に支援していきます。

④安心して子どもを産み育て、子どもの成長を保障できるまち
　男女共同参画と言われながらも、家事、育児、介護などの負担が女性に偏っていることは事

実であり、女性への負担が特にかかる社会環境や意識については、変革していく必要がありま

す。育児については父親の協力はもちろん、家族や地域の支援も不可欠であり、妊娠・出産が

仕事上もマイナスにならない社会環境や仕組みづくりが求められます。

　また、幼稚園や保育所のそれぞれの機能を大切にしつつ、共存、連帯ができる公正な子育て

システムを構築することも必要です。

　平成14年度の* 合計特殊出生率は1.32（全国平均）であり、この低い水準を今後解決できる

目算は立っていません。出産は個人の自由意志ですが、子育てに夢が感じられ、子育てを親が
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幸せと感じることのできる地域社会づくりを進めていくことにより、少子化に歯止めをかけて

いきます。

　小児医療の充実を図り子育ての不安を軽減するとともに、就労と育児を円滑に両立させるた

め、通常保育はもちろんのこと、乳児保育、一時保育、夜間保育、学童保育など、多様なニー

ズに対応した保育スタイルを充実させます。また、育児相談の実施や、高齢者と若者との交流

の場づくりなどを促進し、地域社会全体で子育てをするという意識の醸成に努めます。

　今日、保育・教育分野をも市場システムに委ねようとする提言がありますが、すべての子ど

もの健やかな成長のためには、経済的・家庭的環境などに関わらず、十分な保育・教育を受け

られる仕組みをつくり、障害の有無で区別されることなく共に育ち学び合えるよう、保育・教

育システムのさらなる充実を図り、子どもの発達を保障する体制を整えます。

⑤若者が定着する魅力あるまち
　若い世代が、当地域に数多く生活することは、経済的側面だけでなく、支えあいの福祉* コ

ミュニティの活性化につながります。若者をはじめ各世代の人たちが、このまちを選び、この

まちに住んだことへの幸せを次代に伝えられるような福祉社会を創造していきます。

　そのためには、教育機関の充実や就業の場の創出・拡大が必要であり、21世紀の* リーディ

ング産業である医療・健康・福祉関係の企業の誘致や地元中小企業の新事業展開を支援します。

　多くの分野で* グローバル化が進行しつつある今日、若者の定着を図ることは、たやすいこ

とではありませんが、予想される厳しい社会経済情勢のなか、高齢者と若者が力を合わせ、あ

たたかく交流することにより、若者が社会的評価を得、自己の存在意義を実感できることが必

要です。

　そして、* ベンチャービジネスへの起業支援はもちろん、伝統産業の* ユニバーサルデザイン

化プロジェクトなど、新しいアイデアと創造力が活かせる仕組みづくりを検討し、年齢や性別

などに関わらず、だれもが自分の考えを発言でき、お互いを認め合って意見交換し、そのこと

を通じて因習か伝統文化かを取捨選択して現代の生活スタイルに即した新しい支え合いコミュ

ニティを構築します。

　また、様々な価値観と出会い、共生する能力を身につけるため、世代間の交流を深めること

はもちろん、農村部ホームステイの推進や他地域の若者を受け入れることができる体制づくり

に取り組みます。
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◆主要施策
　健康・福祉の推進

地域福祉の推進

高齢者・障害者福祉

サービスの充実

児童福祉の充実

福祉施設等の充実

健康づくりの推進

病院・医療の充実

住民参加型の福祉社会の実現に向け、地域福祉を進めていきます。

・　地域福祉計画の策定

・　福祉の需要と供給を結び付ける仕組みづくり

・　福祉の担い手の育成　　など

福祉サービスの充実を図りながら、高齢者・障害者の自立を支援するとともに、

社会参加の機会の創出や拡充に努めます。

・　地域分散型通所介護事業

・　在宅介護支援の機能拡充

・　外出支援の充実

・　* 公的後見人制度の拡充　　など

安心して子どもを産み育てることができるよう、保育や子育て支援などの充実を図

ります。

・　学童保育

・　特別保育（休日保育・一時保育等）

・　子育て支援センター　　など

誰もが安心して地域社会で暮らすことができるよう福祉施設等の整備充実に努め

ます。

・　福祉施設（特別養護老人ホーム・障害者授産施設など）の整備充実

・　* ユニバーサルデザインのまちづくり　　など

誰もが健康で充実した日常生活をおくることができるよう、健康づくりを進めま

す。

・　健康診断

・　* ＴＨＰ（トータル・ヘルスプロモーション・プラン）の推進

・　介護・病気予防　　など

病気や事故等にあっても安心して暮らせるよう、医療機関の充実を図ります。

・　病院の機能充実

・　緊急医療体制の充実

・　電子カルテの導入　　など
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３．生活・環境の再生

安全で住みよい自然共生都市をめざして～源流の自覚と誇りをもって～

　当地域は淀川水系の源流域に位置しており、豊かな緑と水に恵まれています。しかし、住宅化や

工業化等の進展により、自然環境が変化していることに加え、農林業の衰退にともない、森林・農

地のもつ公益的機能が低下してきています。

　また、大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済社会活動やライフスタイルの浸透により、廃棄物

の増大や生活排水による水質汚濁等の問題が深刻化しているほか、当地域においても地球温暖化や

酸性雨など、地球規模の環境問題が顕在化してきています。

　そのような背景を受け、“もの”から“こころ”の豊かさへと価値観が変化してきており、複雑かつ多

様化する環境問題を解決していくために、住民、事業者、行政がそれぞれの意識や行動を見直す必

要があります。大切な地域資源である豊かな自然環境を次世代に引き継ぎ、“人”と“自然”とが共生でき

る地域を形成するため、多様な主体の協働を促し、環境への負荷を与えない循環型社会を構築します。

　住民が快適かつ豊かな日常生活を送るためには、住環境や情報環境の整備・充実を図るとともに、

自然環境との調和を考慮した、災害に強いまちづくりを進める必要があります。近年においては、

都市化の進展等にともない、近隣住民との連帯意識が希薄化していることから、* コミュニティの

機能を再生し、行政と企業、住民相互の自主的な防災・防犯活動や警察、消防等との協働により、

安心して生活できる安全な伊賀地域を形成します。

①生きよう！　自然とともに　～人間優位から共生へ～
　森林は、水源かん養、土砂災害の防止、二酸化炭素の吸収など、多面的な機能を有しています。

しかし近年、採算性の悪化や林業従事者の高齢化・減少にともなう担い手不足のため、適正に管

理されずに放置されている森林が増加しています。そのため、ボランティアや* ＮＰＯ等との協

働による新たな森林づくりをめざし、地域住民や都市住民等の参加を促すことで、間伐や針葉

樹・広葉樹の混交林化等を推進し、森林が持つ機能が持続的に発揮できるように努めます。同時

に森林の公有化や公的管理について推進することにより、水源かん養のための環境林創設に努め

ます。また、新たな公的施設の建設については、できるだけ木造とし、地場産木材を優先的に使

用することで林業の維持存続に努めます。

　農業については、農家の高齢化、中山間地域の過疎・高齢化等により、耕作放棄地や荒廃農地

が増加しつつあります。水田については今後一層作付面積の減少が進むと考えられ、その保水・

調整機能や多様な生態系の維持機能等が低下することが懸念されています。そのため、担い手の

創出や滞在観光型農業の振興（アグリツーリズム）など、新たな農業振興策の推進により、農地

の荒廃を防ぎ、維持を図ります。

　当地域は淀川水系木津川の最上流に位置していることから、源流域住民としての自覚と誇りを

持ち、“人”と“自然”との共生をめざして、地域が一体となり、豊かで清らかな水を下流へ送る必要

があります。将来にわたり安全・安心な水を提供していくため、下流住民や行政機関との連携や

協働を推進するとともに、水道水源保護条例等の制定により、上流域の水源地を保全する仕組み

を構築します。

　河川は多様な生物の生息・生育の場であるとともに、住民にとっても憩いや休養の場となって

います。そのため、治水面の安全性を確保しつつ、生態系や自然景観に配慮した河川づくりを行

い、山から川を通じて海につながる連続性の回復や正常な水循環系の確保に努めることで、豊か
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な生態系と良好な河川環境の保全・復元を推進します。

　多様化する環境問題に対応し、自然と共存していくためには、住民一人ひとりの理解と認識を

深め、環境に配慮した生活・行動を実践していく必要があります。そのため、学校教育における

環境教育を一層充実させるとともに、住民、* ＮＰＯ、事業者等と行政とがパートナーとして連

携し、子どもから高齢者まであらゆる世代に対する環境教育や体験学習を推進します。

　地球温暖化は、二酸化炭素等の温室効果ガスの排出が原因となっており、住民・事業者・行政

がそれぞれの立場において、日頃営んでいる、あらゆる社会活動を見直す必要があります。その

ため、温暖化対策の啓発を進めるとともに、省エネルギーの実践や自然エネルギー、* バイオマ

スエネルギーの活用を推進することにより、自然共生都市の形成をめざします。

　ダイオキシンや環境ホルモン等の環境リスクの発生を低減させるためには、住民、事業者、行

政が環境問題に関する専門的な情報を共有する必要があります。そのため、安心かつ高度な情報

環境を構築し、情報公開の徹底による情報の共有化や相互のコミュニケーションを円滑化させる

ことにより、環境リスク発生の未然防止を実現する仕組みづくりに取り組みます。

◆森林の公益的機能評価額

機能の種類 三重県の評価額 構成比率 伊賀森林計画区 備考100haあたりの
評価額

水源のかん養機能

①降水の貯留機能

②洪水の防止機能

③水質の浄化機能

　　　小計

土砂流出防止機能

土砂崩壊防止機能

保健休養機能

野生鳥獣保護機能

大気保全機能

①二酸化炭素吸収機能

②酸素供給機能

　　　小計

　　　合計

216,334百万円

180,160百万円

289,436百万円

685,930百万円

326,476百万円

126,229百万円

34,491百万円

56,509百万円

18,527百万円

58,339百万円

76,866百万円

1,306,501百万円

16.6%

13.8%

22.2%

52.5%

25.0%

9.7%

2.6%

4.3%

1.4%

4.5%

5.9%

100.0%

58百万円

48百万円

77百万円

182百万円

87百万円

34百万円

9百万円

15百万円

5百万円

16百万円

20百万円

347百万円

23,738百万円

19,646百万円

31,515百万円

74,899百万円

35,608百万円

13,916百万円

3,684百万円

6,139百万円

2,046百万円

6,549百万円

8,595百万円

142,841百万円

森林の土壌が降水を貯留し、
河川へ流れ込む水の量を平準
化して洪水、渇水を防ぎ、さ
らにその過程で水質を浄化す
る役割

森林の下層植生や落葉落枝が地
表の浸食を抑制する割合
森林が根茎を張りめぐらせること
によって土砂の崩壊を防ぐ役割
森林が人に安らぎを与え、余暇を
過ごす場として果たしている役割
森林が果たしている野生鳥獣の生
息の場としての役割

森林がその成長過程で二酸化炭素
を吸収し、酸素を供給している役
割

伊　賀　森　林　計　画　区　 1,428億円

資料：林野庁資料、三重県森林保全課資料（三重県ホームページ「三重の環境」より）

二酸化炭素削減の取り組み
　1997（平成9）年に開催された地球温暖化防止京都会議の議定書が締結され、わが国では
2008（平成20）年から2012（平成24）年の間に1990（平成2）年比６％の温室効果ガスを削
減することが義務付けられています。
　また、三重県においても「三重のくにづくり宣言」の中で2010（平成22）年の目標を「京
都会議の結果を踏まえてできる限り削減する」としています。具体的には「三重県地球温暖化
対策推進計画」で2010（平成22）年には1990（平成2）年比6％削減を掲げています。
　構成市町村では上野市、伊賀町、大山田村、青山町で「地球温暖化対策実行計画」が策定さ
れており、それぞれ目標を掲げ、温暖化対策に取り組んでいます。
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　②築こう！　伊賀流* ゼロエミッション　～ゴミゼロ社会の実現～
　増大するごみ問題を解決するためには、大量生産・大量消費・大量廃棄型のライフスタイル
を見直し、循環型の社会経済システムに転換する必要があります。
　そのため、従来捨てられてきた“ごみ”を資源として認識し、再使用（リユース）や再利用
（リサイクル）を推進することはもちろん、ごみ自体の発生抑制（リデュース）に取り組む必
要があります。今後、住民、* ＮＰＯ、事業者、行政がそれぞれ果たすべき役割と責任を明確
にすることで、伊賀流ゼロエミッション社会の実現をめざします。
　一般ごみについては、分別の種類・形態の一元化等を行うとともに、収集・処理の広域化を
図るなど、合理的な処理方法を検討します。家庭や事業者から排出される生ごみや畜産廃棄物
等については、たい肥化や* バイオマスエネルギーとしての活用を促進し、農業従事者と消費
者である住民との協力のもと、地域内における有機資源の循環システムの構築に取り組みます。
循環の輪を外れる不法投棄物については、啓発や監視活動を強化することにより減少を図りま
す。また、産業廃棄物については、その発生自体をなくす生産技術の開発を誘導するとともに、
複数の事業者がネットワークに参加し、お互いに廃棄物を原料として利用することによって地
域から廃棄物が発生しないシステムを構築します。

◆１日１人あたりの廃棄物排出量　　

　③守ろう！　くらしの環境　～ふるさとの原風景を次世代に～
　当地域には、歴史的なまちなみが数多く残されていますが、景観を保全する規則等が十分で
ないため、新旧の建物が混在しています。そのため、まちなみ保存のための景観保全条例等を
制定し、当地域ならではの歴史・文化にこだわった景観づくりを推進します。
　歴史街道については、脇道の景観についても保全するとともに、標識のほか植栽や舗装、電
線の地中化など、できる限り当地域らしい景観が保全・回復できるように取り組みます。さら
に、都市計画等により歴史性、文化性を無視した無秩序な開発を規制しつつ、美しい景観の保
全と生き生きとしたくらしのあるまちの創造に努めます。
　* モータリゼーションの進展にともない、自動車から排出される窒素酸化物（ＮＯｘ）や粒
子状物質（ＰＭ）による大気汚染の問題が生じています。そのため、１台の自動車を共有し効
率よく利用し合うしくみ（カーシェアリング）の導入を検討するなど、地域交通システムのあ
り方を総合的かつ抜本的に見直し、歩行者・自転車優先・優遇の整備を進めます。また、地域

市町村名
 2000 
（平成 12）
年度実績 

1999 
（平成 11）
年度実績 

1998 
（平成 10）
年度実績 

上野市 1,303  1,387  1,711

伊賀町 874 883 823

島ヶ原村 1,414  1,291  1,269

阿山町 713 817 574

大山田村 904 879 775

青山町 654 569 638

県全域 1,150  1,211  1,230

資料：「一般廃棄物処理事業のまとめ」 三重県環境部循環システム推進チーム  

単位：ｇ/人・日
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社会のさらなる高齢化への対応として、既設道路の* バリアフリー化、新設道路については* ユニバ
ーサルデザインによる歩道の整備・充実を図るとともに、公共交通機関の利便性向上に取り組みます。
　資源の枯渇が心配されるなか、新市が一体となって風力発電や太陽光発電設備など、自然エ
ネルギーの普及を進めます。
　自然景観については、森林や農地の荒廃が進んでいますが、都市景観も合わせた「ふるさ
と」の原風景として次代に引き継いでいくため、地域資源として認識し、保全・復元に取り組
む必要があります。そのため、地域全体を「伊賀市・* エコミュージアム」とみなし、自然環
境だけでなく、歴史、文化、生活様式など、有形・無形の資源を住民等の参画・協働により調
査・研究・保存・展示する「博物館」の形成をめざします。
　飲料水原水の浄水施設並びに生活排水処理施設の充実が必要となっています。木津川は上流
の汚濁が下流より進んでいると言われており、その要因となっている生活排水の処理を進めな
ければなりません。水質保全の観点から、し尿と合わせて生活排水を処理する高性能な合併処
理浄化槽の普及促進を図るとともに、下水道については、公共下水道、合併処理浄化槽、農業
集落排水処理事業等の制度を地域の特性に応じて臨機応変に使い分け、なるべく住民負担が軽
い方法により効率的に整備していきます。* バイオチップを活用した水を流さない処理方法等
の導入についても研究します。
　公共事業については、計画段階から情報公開と住民参加を図り、事前に環境影響評価を行い、
住民との合意形成に努めます。また、その事業の必要性を十分に検証し、合意形成できない場
合には、事業を見直したり、中止できたりする仕組みを構築します。公共土木工事の計画・施
工については、生態系保全の配慮に努めます。

　④創ろう！　安全な地域　～安全神話や他人任せからの脱却～
　住民の生活や財産を守るため、災害、事故、犯罪等による被害の防止・軽減を図り、安全か
つ安心して暮らせるまちづくりを推進する必要があります。
　そのため、あらゆる災害に備えて、治山、治水、砂防や公共施設の耐震対策等を推進すると
ともに、常備消防・救急救助体制の広域化や地域連携の強化、災害発生時における避難場所の
確保や避難経路の明確化、さらには情報通信基盤を活用した迅速な情報収集・伝達環境の構築
を図ることで、災害に強いまちづくりをめざします。
　また、他人任せからの脱却を促すため、住民の防災意識の高揚を図るとともに、高齢化がみ
られる消防団等の自主防災組織の再編や防災ボランティア団体等を育成することで、地域防災
体制の強化に努めます。
　都市化の進展や価値観の多様化から、近隣住民との連帯意識の希薄化も指摘されています。
そのため、地域と学校、警察等の関係機関との連携、協力体制を強化するとともに、地域* コ
ミュニティの再構築を図ることで、住民相互の自主的な防災・防犯活動を推進し、災害時の協
力・連携の体制づくりや犯罪の未然防止に努めます。
　日常生活の移動手段としては、マイカーが中心となり交通量は年々増加していますが、高齢
化の進行や大気汚染の問題等への対応も踏まえ、自動車優先社会を見直す必要があります。そ
のため、交通安全意識の高揚や徹底を図る一方、歩道や歩行者専用道の整備・充実、* コミュ
ニティバス等の導入による公共交通機関の利用促進など、総合的な観点から交通安全対策を推
進します。特に道路わきの街路樹については交通標識の障害にならないよう配慮するとともに、
すでに障害となっている場合は低木や草花に植え替えるなど、自然環境や都市景観との調和へ
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の配慮等の多面的な観点から安全かつ快適な道路環境の整備を推進します。
　経済成長により、私たちの消費生活は飛躍的に豊かになりましたが、インターネットや携帯
電話の普及とともに商品の販売方法等はさらに多様化・複雑化しており、消費者である住民と
販売業者とのトラブルも増加しています。そのため、住民が安心して消費生活が送ることがで
きるように、悪質な行為に関する情報提供や啓発活動の充実、相談窓口の設置等により、消費
者保護に努めます。
　また、食品の安全性や品質に対する関心は今後さらに高まるものと見込まれることから、関
係機関との協力・連携のもと、住民が安心して豊かで安全な食生活を送ることができるように、
適切かつ迅速な情報提供を行います。
　農産物の栽培は、低農薬、無農薬で行われるよう農家を指導・支援し、自然で安心な伊賀ブ
ランドを確立し、地産地消のみならず、上下流で連携した生産／消費の仕組みづくりを進め、
農家の自立経営を支援します。

◆主要施策
　生活・環境の再生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

環境政策の推進

自然環境の保全と

森林の適正管理

河川の整備

公園の整備

景観の保全

循環型社会の構築

水道水の安定供給

総合的な環境政策を推進するとともに、* クリーンエネルギーの普及啓発及び導

入を図ります。

・　環境基本計画の策定

・　再生可能エネルギー（* バイオマスエネルギー、風力・太陽光発電など）の導入・  

      研究

・　環境教育の推進　　など

自然環境を保全するとともに、森林の持つ水源かん養等の公益的機能を保持する

ため、適正管理を推奨・支援します。

・　森林の公的管理

・　* グリーンツーリズム　　など

自然環境保全や災害防止のため、河川の整備を行ないます。改修等を行なう場合

は自然環境や景観に配慮した工法を用います。

生活の身近な憩いの場や交流、ふれあいの場として公園を整備します。

地域の歴史や環境に配慮した景観の保全・継承を図ります。

・　まちなみ保全

・　都市景観の保全

・　地域景観の保全　歴史・文化に配慮した景観づくり　　など

ごみの排出抑制を行うとともに資源として再利用・再使用できる循環型社会の構

築を目指します。また、処理が必要な一般廃棄物については広域化を図り、合理

的かつ安全に処理します。

・　資源ごみリサイクル促進

・　生ごみ堆肥化

・　産業廃棄物のリサイクル化と適正処理の徹底　　など

安心できる水を安定供給するため、施設の更新や水道の拡張計画等に基づいた施

設の整備・充実を図ります。

・　水道水源の保全
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生活排水処理施設

の整備

住環境関連施設の

整備・管理

消防・防災の充実

防犯・交通安全

対策

・　簡易水道の再編

・　未普及地域の解消

・　水道の広域化　　など

衛生的な住民生活を送り、淀川水系の源流域としての役割を果たせるよう、環境・

生活の両面に配慮して生活排水処理を推進します。

・　公共下水道、農業集落排水、合併処理浄化槽などの整備

公営住宅や斎苑等については、安全性、* バリアフリー等を考慮し、改修・改築

を図っていきます。

大災害にも備えた防災対策を強化するとともに、緊急時に対応した広域的な消防

体制・救急救助体制を整備充実します。

・　自主防災の推進

・　防災無線の整備

・　防災体制の強化・充実　　など

犯罪や交通事故のない安全なまちを目指し、啓発活動や住民と行政が一体となっ

た取り組みを進めます。
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４．教育・文化の充実

人を育み　文化を創る　～一人ひとりが輝くことで伊賀市は限りない可能性を持つ～

　核家族化や地域のつながりの希薄化などを背景に、家庭や地域における「教育力」が低下し、犯

罪の低年齢化や問題行動が増加してきています。学校においては、いじめや不登校、校内暴力など

様々な問題が生じてきています。このため、家庭、学校、地域が一体となり、役割を分担しながら

相互に補いあい、それぞれの教育力を充実させることで総合的な教育を推進していきます。

　複雑化する社会に柔軟に対応できる人材を育成するため、子どもの教育はますます重要になって

きています。このため、個性や能力を伸ばし、創造性を十分に発揮できるよう、伊賀市ならではの

教育を行っていきます。

　一方、自由時間の増加や、心の豊かさを求める傾向から、学習・文化・スポーツ活動への参加意

欲が高まってきています。だれもが生涯を通して自由にいつでもどこでも、様々な活動に参加でき

るよう、指導者の確保と育成に取り組むとともに、活動の場や機会の充実を図っていきます。

　また、地域の歴史や文化をわたしたち一人ひとりが再認識し、さらにそれを深め、保存、再生や

活用をすることによって、地域に誇りを持ち、そのすばらしさを世界に発信していきます。

　これらの施策の根幹として、一人ひとりが尊重され、大切にされる社会づくりが必要です。その

ためには、個人や社会の意識改革や価値観の見直しが求められます。生まれや性別、年齢、国籍、

障害の有無などに関わらず、だれもが自立でき、個性や能力を発揮し、いきいきと社会参加ができ

るよう、人権に関する教育や啓発を推進していきます。

　人づくりこそがまちづくりの原点です。わたしたち一人ひとりが成長し、輝くことで伊賀市は限

りない可能性を発揮します。

①未来の地域を育む人づくり
　教育の基本は家庭です。家庭においては子どもが基本的生活習慣や、社会ルールを身につける

ことが大切です。さらに学校では、個性や能力を伸ばす教育を行っていく必要があります。家庭

と学校、地域はそれぞれの役割分担を果たしつつ、新市の地域性、特色を生かした教育を行って

いきます。

　家庭では子どもの基本的なしつけができていないなど教育の場としての家庭の機能が低下してき

ています。子育ての難しさなどの問題も指摘されており、親やこれから親になる人を対象とした学

習機会の提供、幼児教育相談所の設置等、家庭教育の支援体制を充実させる必要があります。

　学校では、当地域ならではの特色ある学校づくりを推進します。地域の歴史・文化を教材とし

た学習、伝統スポーツである武道などに力を入れた学習、また、国際感覚を養うため外国語科目

が選択できる学習など学校ごとに特色を出していきます。

　また、自分で行きたい学校を自分で選択できるような校区の緩和・撤廃についても検討を進め

ていきます。

　一人ひとりの個性を伸ばす教育を行うため、少人数学級の実現をめざすとともに、子どもの能

力に合わせた、学びやすい環境を整え、学ぶことに対する意欲や学ぶことの楽しさといった基礎

的事項に加え、得意分野を評価される仕組みづくりや、一人ひとりの創造力・思考力を伸ばすこ

とができる教育をめざします。

　さらに、教師の民間人登用制や、小中高の一貫教育による教師間交流、教育委員会のあり方、

学校評議員制度の充実等によって、教師の資質の向上を図るシステムを検討していきます。
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　地域においては、大人や子どもたちが一緒になって様々な体験を積み重ねることにより、人
間関係を深めることが必要です。こうした取り組みを通して子どもたちが自分の住む地域や人
びとに愛着や誇りを持ち、感性豊かな人間として成長していくことをめざします。
　大人たちは、地域における教育の重要性を認識し、子どもは大人を見て育つという自覚を持
ってその役割を担っていかなければなりません。
　そのため、大人たちが積極的に地域活動に取り組んでいける社会の構築をめざし、企業など
への理解・協力体制の啓発を行っていきます。子どもを地域全体で見守り、しつけ、育ててい
くことが必要です。

　　　　　　◆人づくりのステージ

②心と体を育む生きがいづくり
　生涯にわたり学習やスポーツなどを行っていくことは、わたしたちが生きがいを持ち、健康
で楽しい生活を送る上で欠かせなくなっています。
　多種多様な学習活動やスポーツ活動に親しむ機会を充実させ、学べる場、交流の機会などを
拡充するとともに、だれもがいつでも自由に学べる体制づくりを促進します。
　総合的に学べる場としての生涯学習ゾーンの確立、また、身近に学べる場としては、公民館、学
校、福祉センター等を利用し、サークル・交流活動の充実や専門職員の配置等を考えていきます。
　さらに、専門的な知識や能力をもった人材情報のネットワーク化を進め、指導面を充実させ
ていきます。
　図書館や公民館等の図書室（図書スペース）については、いつでもどこからでも読みたい本が借り
られるよう、図書のデータベース化や、貸し出しシステムを構築するなど機能を充実させていきます。
　スポーツ、レクリエーションについては、すべての人が参加できる活動の機会を充実することによ
って生きがいづくりを積極的に支援します。また、だれもが手軽に楽しめるよう地域スポーツを振興
するとともに、世界に通じる人材を育成することのできる民間クラブの設立を進めます。このような
多様なかたちでスポーツに親しむことのできる生涯スポーツ社会の実現に取り組んでいきます。

③地域文化の継承と創造
　当地域は、松尾芭蕉など世界に誇れる文化人を多く輩出してきました。これら先人の生き方
や活動に加え、当地域の魅力を紹介する副読本等をつくり、伊賀の歴史・文化のすばらしさを学

家庭
・生活の場 
・人格の形成 
など

学校    
・特色ある学校づくり
・施設の休日開放    
・地域イベントへの参加

など

子ども
地域
・人間関係を深める 
・地域文化の伝承 
・地域における教育力の重要性 など 

学校
・特色ある学校づくり
・施設の休日開放
・地域イベントへの参加

など
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ぶ体制をつくっていきます。そのことにより、昔の良いところを再認識し、現在に活かし、新
たな文化の創造に役立てていくことが必要です。
　新たな文化の創造の一端を担う芸術家を養成するため、活動場所の提供や、活動の支援体制
を確立します。芸術家が育つことにより、優れた芸術に触れる機会が増え、文化芸術意識が高
まります。
　また、当地域には、伊賀焼や伊賀くみひもといった伝統工芸があり、これらを伊賀ブランド
として確立し、全国に向けて情報発信するとともに、この技を後世に伝えていく仕組みをつく
っていきます。
　そして、地域外に流出した文化財や、失われつつある文化を、地域内で展示・保存できるよ
う、博物館・美術館機能を有した施設の整備を促進するとともに、古き良きものを後世に残し
て伝えていくためにも、独自の登録文化財制度の創設を推進していきます。
　文化ホールについては、それぞれに特性を持たせ、その機能を相互に高めネットワーク化を
図るとともに、発信機能を充実させていきます。
　地域の文化については、伝承体制を地域住民が一体となってつくりあげていくことが大切で
す。その活動拠点を公民館とし、伝統芸能等を次世代に伝えていくことにより、個性豊かな地
域を生み出します。

④人権文化の創造
　だれもが個性や能力を発揮し、自己実現できる豊かな社会を実現していくためには、部落差
別をはじめとするあらゆる差別をなくしていかなければなりません。
　差別がない人権文化の根付く社会を構築するには、自己の意識改革や社会意識の変革を促す
ことが必要であり、教育と啓発がますます重要となってきます。
　そこで、学校や家庭などにおいて人権について正しく学び、考えることにより人権の大切さ
を理解し、自らが判断できる力を身につけられるよう人権・同和教育を行っていきます。
　さらに、地域や職場などで行われている学習会に参加するなど、あらゆる学習機会をとらえ
て、自己の人権意識の向上をめざしていかなければなりません。
　一方、企業などにも人権問題に対して自主的に取り組み、生まれや性別、年齢、国籍、障害
の有無などの違いで差別を受けることがなく、平等に自己の能力が発揮できるような環境づく
りを推進していくよう、啓発していきます。
　また、すべての人の尊厳が認められ、だれもが不自由なく平等に日常生活をおくる事ができ
るよう、* ユニバーサルデザインのまちづくりをめざしていきます。学校をはじめとする施設
の* バリアフリー化を促進するとともに、人権侵害を受けた人の心のケアのための相談体制や
それをサポートする団体への支援なども充実させていきます。
　すべての人が互いの違いを認め合い、共に支えあっていきいきと社会参加ができる真に人権
が尊重される社会の実現をめざします。
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学校教育の充実

生涯学習の推進

スポーツの振興

文化の振興

高等教育機関の　

立地促進

青少年健全育成の

推進

人権・同和施策の

推進

男女共同参画の

推進

学校教育の充実を図るため、施設の改築・改修や特色ある学校教育を推進します。

・　校区の再編

・　校区自由化の検討

・　授業選択制　など

心豊かな生活を送るため、社会教育施設の整備充実や公民館活動など生涯学習の

充実を図ります。

・　公民館・図書館・生涯学習センターなどの整備・充実

心と身体を育むため、スポーツ施設を整備・拡充するとともに、スポーツの競技

力の向上と生涯スポーツの充実を図ります。

・　競技施設・生涯スポーツ施設の整備・充実

・　団体育成支援　など

伝統文化の継承や新たな文化の創造を図るため、文化施設の整備充実を行います。

・　文化財の保存・整備

・　文化施設の整備充実　など

高度な知識を有する人材を育成し、地域振興を図るため、高等教育機関の立地を

促進します。

次代を担う青少年が豊かなこころを持ち、心身ともに健やかに成長していけるよ

う青少年の健全育成に取り組みます。

・　地域活動等への参加促進　など

全ての人が互いの違いを認め合い、共に支え合い、参画できる社会の実現を目指

します。

・　人権・同和教育の推進

・　人権啓発草の根運動の推進

・　隣保館の充実　など

男女が自由に参画・参加できるような地域社会の形成を図ります。

・　男女共同参画基本計画策定　など

◆主要施策

　教育・文化の充実
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５．産業・交流の促進

新しい価値の共創と多様な交流～地域資源を活かし、
　　　　　　　　　　　　　しなやかにされどしたたかに～

　当地域は、従来農林業を基幹産業として位置付けてきましたが、就業者の減少や高齢化の進展、

採算性の悪化等により、競争力のある産業として維持していくことが難しい状況となっています。

　また、長引く景気低迷の影響に加え、産業構造や消費者ニーズの変化、経済の* グローバル化の

進行等により、企業を取り巻く経営環境も厳しくなっています。このため、新たな視点から地域産

業の維持・振興方策を検討し、その産業を持続的に発展させていくことが重要となっています。

　構成市町村には、緑豊かな自然環境や歴史遺産等の観光資源のほか、農林業をはじめ多様な地域

産業があり、これらの地域資源を有効活用するため、新たな枠組みで連携・融合できる仕組みを構

築し、内発的な活性化を促進する必要があります。また、圏域外交流を活発化させるため、集客交

流資源をネットワーク化し、地域イメージを確立することが重要です。

　そこで、行政、事業者、* ＮＰＯ等が協働して、21世紀の伊賀にふさわしい新たな産業・交流を

創造します。

①地域産業～伊賀市をブランドとして確立し～
　農林業の舞台となる農地や森林は、多面的かつ公益的な機能を有していることから、経済性や

効率性だけを重視するのではなく、多様な機能が持続的に発揮されるよう、総合的かつ長期的な

視点から農林業の活性化に取り組む必要があります。

　このため、農林作業受委託の円滑化や農林地の流動化を促進する仕組みを構築することで、農

林業の維持・再生を図り、農地や森林の荒廃防止に努めます。また、農林業の担い手を確保する

ため、農林業法人、* ＮＰＯ、ボランティア等の新しい組織を育成するとともに、若者を中心と

した* ＵＪＩターン希望者、女性、定年帰農者等が安心して就農できる環境づくりに努めます。

　安心・安全、新鮮な農林産物に対するニーズは今後も高まっていくものと予想されることから、

有機農法など環境保全型の特色ある農法の浸透・定着を図るとともに、販路を確保するため、消

費者の理解と協力のもとで生産できる新しい仕組みを構築します。また「* スローフード」や「* 

食育」の視点から、地元の食材や伝統的な食文化が見直されるように取り組むことで、地産地消

を推進します。

　当地域は、伊賀米、伊賀牛、伊賀豚等の産地として農業が基幹産業となってきましたが、伊賀

焼、伊賀くみひも等の伝統的な地場産業や個性のある食料品製造業など、他の業種や産業と新た

な枠組みで連携・発展していけるよう支援し、地域内で生産された物産に市場競争力と文化価値

を備えることで、伊賀市をブランドとして確立し、戦略的に情報発信します。

　地域経営の活性化を図るためには、その牽引力となる地元中小企業の経営革新や創業を促進し

ていく必要があります。大きく変化している経営環境に対応するため、* マーケティングや
* マネジメント面での支援のほか、産学官連携による研究開発や多様なネットワークの構築等を

推進することにより、将来の地域産業を担う人材や中小企業の育成を支援します。

　また、企業誘致に関しては、就業の場の創出による若者の定住効果や地域産業への波及効果を

考慮しつつ、既に開発済みの工業団地や地域にある経営資源を有効に活用・PRして、積極的な誘

致活動に努めます。
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②21世紀型産業　～起こせ* コミュニティ・ビジネス、人にやさしい真の技術を～
　介護、福祉、育児、環境保護など、日常生活に密着した分野については、民間のビジネス領域

と捉え、民間への委託やコミュニティ・ビジネスとしての起業を促進し、行政との協働により取

り組んでいきます。

　コミュニティ・ビジネスの運営主体は* ＮＰＯ（Non Profit Organization）が中心になると想定

されますが、従来ボランティア的にみられてきたＮＰＯを新しい利益を生み出す組織（New 

Profit Organization）と捉え、その設立や経営基盤を支援します。

　コミュニティ・ビジネスを支える仕組みとして、* エコマネー等の* 地域通貨制度や住民から資

金を募る新たな金融システムの創設を検討します。地域通貨の導入は、貨幣価値として評価する

ことが難しいサービスや労働を促す動機づけになることから、地域経済の活性化とともに地域内

の相互扶助的な連帯感を高める手段として有効に活用します。

　大量生産・大量消費・大量廃棄型から循環型の経済システムへの転換が求められており、「環

境」問題に対応した経営を促進するため、環境に配慮した技術や資源循環型製品の開発に取り組

む企業を積極的に支援します。また、青山高原にある風力発電をはじめ、太陽エネルギーや* バ

イオマスエネルギーなど、自然環境や農林業を有効に活用した、環境にやさしい新エネルギーの

開発と利用を促進します。

　さらに、21世紀は生活の質の向上に重点が置かれ、「健康」に関するニーズは今後さらに高ま

るものと予想されることから、医療・健康・福祉産業を21世紀の* リーディング産業として位置

付け、企業誘致や地元中小企業の新事業展開を積極的に支援します。

③多様な地域資源～歴史と自然がおりなす物語の連携を～
　当地域は、豊かな自然環境に加えて、歴史的な遺産や伝統的な文化など、多くの地域資源を有

しています。このため、地域資源の潜在的な価値を再認識するとともに、土地利用の方向性を各

地域の特性に応じて区分し、保全を図ることで有効に活用していきます。

　地域に点在する集客交流資源を最大限に有効活用するためには、当地域を訪れる人びとの視点

から捉え直したうえで、連携やネットワーク化を進める必要があります。このため、それぞれの

集客交流資源を独自の個性ある“特区”として集中的に支援するとともに、関連性のある“特区”を一

つにつなぐような戦略的なストーリー性やテーマ性を持たせます。そして、そのストーリーやテ

ーマごとに連携させた集客交流資源を、さらに連鎖的に結びつけることで新市そのもののブラン

ド化を図り、地域全体の* ポテンシャルを高めます。

　また、訪問者を温かく受け入れるために、* ホスピタリティの浸透を地域全体で図り、滞在型

の観光や、* リピーターが期待できる地域づくりを進めます。

④圏域内外交流～人の出会いに心ときめく地域の* アイデンティティを～
　中心市街地については、* モータリゼーションの進展にともなう生活圏の拡大等により空洞化

が進行しています。このため、空き店舗や遊休地については、商業機能の集積地としての再生を

検討するだけでなく、コミュニティ・ビジネスを展開するためのオフィスや起業者の* インキュ

ベーション施設への転用、単身者や高齢者向けの居住施設の建設など、多様な主体が交流できる

ような環境を整備することで、活性化を促進します。

　地域内交流を促進するためには、特に東西軸と比較して遅れている南北軸の交通基盤を整備し、

圏域内を30分程度で移動できるように交通アクセスを改善していく必要があります。南北軸を整
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備することにより、大阪・名古屋だけでなく、福井・和歌山といった東西南北の結節地域として、
域として、交流の中心的な役割を果たす可能性があります。
　また、高齢化の進展を踏まえ、ドアtoドアの交通手段に対する需要が見込まれることから、* ＮＰ
Ｏ等が運営する* コミュニティバスやタクシーなど、新しい地域交通システムの導入を検討します。
さらに、環境への関心が高まるなか、先進国ではマイカーの利用を適度に抑え、公共交通機関の充実
を図った都市計画が数多くみられますが、当地域においても検討していくことが必要です。
　このため、鉄道においても環境負荷が低く、効率的なまちづくりを進めるという観点から、Ｊ
Ｒ関西本線の電化・複線化、伊賀鉄道伊賀線の活性化、複線・標準軌化を推進していきます。
　地域外との交流については、奈良・京都・滋賀との回廊的な広域連携軸を形成するとともに、
「伊賀は関西」という考えのもと、地域の* アイデンティティを堅持しつつ、集客交流を図るう
えでの重点目標として* 関西戦略を積極的に推進します。
　人びとの意識が「もの」から「心」の豊かさを重視する傾向に変化してきており、「やすら
ぎ」や「ゆとり」を求める都市住民が増加しています。このため、農林業体験や農林産品の産地
直売、森林浴や避暑的な利用など、多彩な* グリーンツーリズムのメニューを都市住民に対して
積極的に提案することにより、都市との交流を活発化させます。
　また、都市との共生は、流域の自然環境や水質保全の観点からも求められており、下流域で生活
する都市住民との協力や連携により、森林の水源かん養能力を保持する取り組みを行います。

⑤情報通信基盤　～* ユビキタス社会の到来を踏まえて～
　* CATV網等の情報通信基盤が整備されたことから、電子市役所の構築と地域の情報化を実現し、
インターネットを活用したコミュニケーションや交流を促進します。また、いつでも、だれでも、
どこからでもアクセスできるユビキタス社会の到来を踏まえた、行政サービスやまちづくりへの
取り組みも行います。
　地域の情報を住民、ＮＰＯ、ボランティア、事業者、行政など、多様な主体が共有し、活用していくため
のホームページの開設と情報内容の充実を図り、地域活動への住民参加や活性化を促進します。
　また、住民サービスの向上、行政の効率化等の観点から、インターネットを活用した「* 地域
イントラネット」を構築し、教育、行政、福祉、医療、防災など、様々な分野において双方向の
情報通信サービスを推進します。
　* ＩＴや情報通信基盤の整備とともに、農村部においても* ＳＯＨＯなど、多様な就業形態が普
及しつつあることから、自然豊かな住環境のもとで起業・就業を希望する都市住民のニーズへの
対応や定住を促進するため、地域内における* マイクロ・ビジネスを支援します。

⑥国際交流　～小さい伊賀市から、俳句・忍者を世界へ～
　当地域には外国人が多く在住しており、地域内における国際交流を促進するためには、互いに
異なる食文化を含めた伝統的な文化、歴史的背景、価値観等を同じ住民として理解し、尊重し合
う必要があります。このため、外国人が暮らしやすい環境を整備するとともに、地域住民とふれ
あうことのできる* コミュニティ活動等への参加を促すことで、外国人と共生できる地域社会の
形成に努めます。
　地域の文化や歴史に対する理解を深めてもらうために、「松尾芭蕉」、「忍者」など、世界的
に通用する当地域らしさ、独自性を積極的に情報発信する一方、受け入れ体制を充実させ、外国
人が訪れたくなるような世界に開かれ、世界に認知されるまちづくりを推進します。
　さらに、* ボーダレス化や* グローバル化の進展が加速するなかで、住民一人ひとりが自分の言
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の言葉や文化を失わず、国際交流に理解を深め、国際感覚を養う必要があることから、新しい

時代にふさわしい人材の育成を推進するとともに、* ＮＰＯやボランティアなど、住民が主体

となって行う国際交流活動を支援します。

◆主要施策
　産業・交流の促進　　　　　

農業の振興

林業の振興

商工業の振興

観光の振興

広域交流の促進

国際化の推進

再開発等の推進

道路の整備

公共交通機関の

整備・充実

自然環境に配慮し、安全安心な農産物の生産を振興します。また、生産性の拡大

のため農業基盤を整備します。

・　農業基盤整備

・　有機農法など環境保全型農業の推進

・　担い手の育成・確保　　など

森林の適正管理や林道の新設・改良を行なうとともに、森林を活用した交流施設

を整備します。

地域経済の活性化や就労の場の確保を図るため、企業を誘致し、商工業を振興し

ます。

・　商店街の活性化

・　産・学・官の連携による新事業展開

・　伝統産業の振興と新事業展開

・　伊賀* メディカルバレー構想の実現
・　就労支援体制の構築　　など

各地域に点在している観光資源をネットワーク化し、情報発信することによって、

総合的な集客交流産業を振興します。

・　集客交流基盤の整備　　など

新市と地理的・歴史的に深いかかわりのある地域との広域交流を促進します。

・　京滋奈三の交流

・　関西との結びつきの強化　　など

外国人にも暮らしやすい環境整備を行ない、国際交流を推進します。また、国際

化社会に対応できる人材の育成を行ないます。

・　国際交流員の設置

・　友好都市との交流　　など

適正な土地利用を行ない、地域の秩序ある発展をめざして地区計画を策定すると

ともに、駅周辺の再開発等により「にぎわい」を再生します。また、各種事業の

速やかな進展のために国土調査（地籍調査）を実施します。

地域内外の交流を促進し、住民の利便性の向上に大きな役割を果たす道路や住民

の一体性を確保する道路については計画的に整備します。

住民の利便性の向上や日常的な交通手段の確保のため、バスや鉄道など公共交通

機関の整備充実を図ります。

・　JR 関西本線の複線電化の促進

・　伊賀鉄道伊賀線の活性化、複線標準軌化の促進

・　* コミュニティバスの運行　　など
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住民自治基盤の拡

充

分権型税財政の推

進と包括的な事務

事業の移譲

・　行政と市民がパートナーとして活動できる協働体制の構築

・　市民と行政間の情報共有体制の構築

・　県と新市の行政情報の共有化

・　県単補助金の総合補助金化の検討

・　包括的な事務事業の移譲と必要に応じた人的および財政的支援

地域福祉の推進

児童福祉の充実

健康づくりの推進

と医療の充実

・　新市の各種福祉計画策定の支援及び協働による事業の推進

・　三重県介護保険事業支援計画の推進　など

・　児童相談の充実

・　児童虐待防止対策及び児童虐待への対応の強化

・　母子の総合的な健康づくり（健やか親子いきいきプランみえ等）の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

・　三重の健康づくり総合計画「ヘルシーピープルみえ・２１」の推進

・　地域医療体制の整備（三重県保健医療計画の推進）　など

自然環境の保全と

森林・農地の適正

管理

河川等の整備

・　森林の公的管理、治山、林道、造林事業の推進

・　中山間地域における農地等の適正管理への支援

・　* グリーンツーリズムによる都市の農山村の交流への支援　など
・　川上ダムの建設促進

・　川上ダム建設に伴う関連事業の推進

・　河川の整備推進

・　治山、治水、砂防対策と老朽ため池、地すべり防止施設の整備推進　など

１．三重県の役割
　新市は、独自の歴史・文化を有し、関西圏と中部圏の結節点に位置するという大きな可能性をも

っています。本計画では、こうした地域資源や地理的条件等を有効に活用して特色あるまちづくり

を進めるとともに、住民自治がシステムとして取り入れられることとなっています。

　三重県は、新市の自主性・自立性の尊重を基本に役割分担を明確にして、「ひとが輝く　地域が

輝く」まちづくりに向けた新市の取り組みを積極的に支援します。

２．新市における主な県施策
（１）分権・自治の確立
地方分権の動きのなかで、新市との協議に基づき新市の分権・自立を支援します。

（２）健康・福祉の増進
　市民が、それぞれの地域において安心していきいきと暮らせるよう、市民が主役となった保健

福祉の取り組みを促進するとともに、地域医療の拡充に努めます。

（３）生活・環境の再生
　木津川の源流域に位置する当地域の生態系や自然景観に配慮した環境づくりを推進するとともに、

水資源の確保を促進します。また、安全かつ安心して快適に暮らせる地域づくりに努めます。

三重県の施策
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（４）教育・文化の充実
　独自の歴史や風土のもとに形成された文化を振興するとともに、地域の特色を活かした学習機

会の提供に努めます。

（５）産業・交流の促進
　活力ある地域社会を築くため、交流基盤の整備を促進するとともに、地域の特性を活かした農

林業、伝統産業、観光の振興とメディカル企業の誘致等により産業を活性化します。

　

学校教育の充実と

生涯教育の推進

スポーツ・文化の

振興

人権施策の推進

・　特色ある学校（教育）づくりへの支援

・　少人数教育の推進

・　県立高等学校（講座、施設）の開放の推進　など

・　総合型地域スポーツクラブの育成

・　歴史的文化の発掘と情報発信の強化　など

・　人権が尊重される地域社会実現のための教育・啓発の推進

・　市民の人権啓発活動の取り組みへの促進・支援　など

道路の整備

公共交通機関の整

備促進

農業の振興

商工業の振興

集客交流産業（観

光）の充実

・　名神名阪連絡道路の整備促進及び南進の具体化

・　名阪道路リフレッシュ事業の推進

・　広域農道「伊賀コリドールロード」の整備促進

・　新道路整備戦略を基本とした合併支援道路（表１）の整備推進　など

・　JR 関西本線の複線電化の促進

・　地方バス路線維持への支援　など

・　「伊賀米」「伊賀牛」など特産農畜産物の生産体制強化への支援とブランド化

　　の促進

・　地産地消の推進

・　安心安全な農畜産物の生産流通体制の確保

・　農業生産基盤及び農村生活環境基盤の整備推進　など

・　* メディカルバレー構想の推進
・　中心市街地活性化の取り組みへの支援

・　伝統産業・地場産業の経営革新の取り組みへの支援　など

・　歴史的文化の発掘と情報発信の強化

・　みえ歴史街道構想の推進

・　伊賀地域ブランドの確立促進

・　国定公園等の利用施設整備の推進　など

循環型社会の構築

水道水の安定供給

と生活排水処理施

設の整備

消防防災対策の充

実

・　資源ごみリサイクルの促進

・　産業廃棄物の不法投棄、不法処分等の監視の強化　など

・　伊賀水道用水供給事業の推進

・　公共下水道、農業集落排水、合併処理浄化槽等の整備支援　など

・　防災体制の強化

・　自主防災組織等の育成支援　など
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広域交流・広域連

携の推進

・隣接する京都府、滋賀県、奈良県との交流推進

・関西との連携強化

・中部圏、首都圏への情報発信の強化

・首都機能移転の促進　など

表１
　市町村の合併による行政サービスの向上と効率化を支援するため、次の箇所の道路整備を進めます。

 所箇業事 名線路

一般国道 25 号 （服部橋） 

一般国道 422号  （三田坂バイパス） 

都市計画道路   伊賀上野橋新都市線 

主要地方道    上野大山田線 

一般県道     上野島ヶ原線 

主要地方道    上野南山城線 

主要地方道    上野名張線 

一般県道     枅川青山線 

一般県道     伊賀甲南線 

一般県道     島ヶ原停車場観菩提寺線 

主要地方道    伊賀信楽線 

一般県道     上友田円徳院線 

一般県道     伊賀甲南線 

主要地方道    伊賀青山線 

主要地方道    松阪青山線 

主要地方道    松阪青山線 

主要地方道    松阪青山線 

主要地方道    松阪青山線 

主要地方道    青山美杉線 

主要地方道    青山美杉線 

主要地方道    名張青山線 

一般県道     種生奥鹿野線 

主要地方道    伊賀青山線 

（上野市北平野） 

（上野市諏訪～三田） 

（上野市丸之内～恵美須町） 

（上野市喰代） 

（上野市枅川～上郡） 

（上野市白樫） 

（上野市上神戸） 

（上野市比自岐～青山町下川原） 

（伊賀町下柘植） 

（島ヶ原村町～中村） 

（阿山町西湯舟～川上） 

（阿山町中友田） 

（阿山町中友田～西湯舟） 

（大山田村中馬野） 

（青山町阿保） 

（青山町阿保～種生） 

（青山町腰山） 

（青山町霧生） 

（青山町阿保～種生） 

（青山町小川内～出合） 

（青山町種生） 

（青山町老川） 

（青山町滝～妙楽地） 



42

　各市町村に点在する公共的施設の統合整備については、効率的な公共的施設の活用や整備・運営

を進めていく必要があることから、住民生活に急激な変化を及ぼさないよう十分配慮し、地域の特

殊性や地域間のバランス、財政事情等を考慮しながら整備していくことを基本とします。

　特に、今後策定する* 公共施設等総合管理計画に基づき既存の公共施設の有効利用等についてま

ず検討し、既存施設では機能しない場合に限り新たに整備することとし、有効利用ができない公共

施設については、除却を進めます。また、整備に当たっては行財政運営の効率化はもちろん、事業

の効果や効率性、施設の維持管理経費や管理方法等について十分に議論し、その情報を住民に公開

して、その意向を含めた総合的な判断のもとで、新市全体として均衡ある発展と住民の福祉の向上

に最大限配慮した整備に努めるものとします。

　新市の本庁舎については、当面の間は既存施設を使用しますが、将来は、住民の利便性・防災拠

点としての機能等総合的な視点から新たな設置について検討することとし、合併後の行政改革や地

域内分権を進めることで機能や活用面で「小さな本庁、大きな支所」としていきます。

第 5章　公共的施設の適正配置と整備
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　財政計画は、建設計画に定められた施策を計画的に実施していくため、今後の財政見通しを明ら

かにするとともに、長期的展望にたって限られた財源の効率的な運用を図り、適切な財政運営を行

うために策定するものであり、新市の財政運営の指針となるものです。

　計画期間は、合併後の2004（平成16）年度から2019（平成31）年度までの16年度間であり、合

併特例債の償還が長期に及ぶことや交付税の算定特例が合併後15ヵ年であることから、特例措置が

終了した後も健全な行財政運営が持続できるよう計画します。

　また、原則として現行制度が継続されるものとし、特例的措置や経済情勢等も考慮して計画を策

定します。

　なお、財政計画については普通会計（公営企業会計、収益事業会計以外の会計を合算した会計区

分）ベースで計画したものです。

▼主な内容は次の通りです。

歳入
（１）地方税
　　地方税については、今後の経済情勢や人口の見通しを踏まえ、過大に見積もることのないよう
　現行制度を基本として推計しています。
（２）地方交付税
　　普通交付税については現行制度に基づき、合併による普通交付税の特例により算定し、合併特
　例債に係る交付税措置を見込んでいます。
（３）使用料・手数料
　　使用料及び手数料については、過去の実績等により推計しています。
（４）分担金・負担金
　　分担金及び負担金については、過去に実績等により推計しています。
（５）国庫支出金・県支出金
　　国庫支出金及び県支出金については、扶助費の伸び率の実績、予定されている普通建設事業費
　等を加味して算定しています。
（６）繰入金
　　地域振興を目的とする「合併市町村振興基金」の繰入を見込むとともに年度間調整財源である
　財政調整基金等の繰入及びその他特定目的基金の活用を図り、繰入を見込んでいます。
（７）地方債
　　新市建設計画事業に伴う合併特例債、通常地方債に加えて、現行の地方財政制度を基に、減収
　補てん債、臨時財政対策債等を見込み推計しています。

第 6章　財政計画
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歳出
（１）人件費

　　合併による特別職員、議会議員数の減少に加えて、合併後の退職者の補充を抑制することによ

　る一般職員の減少を見込み推計しています。

（２）物件費

　　過去の実績等を参考にするとともに、管理部門の合理化等、合併効果を勘案し推計しています。

（３）扶助費

　　合併によるサービス水準の向上や少子・高齢化への対応等を見込み推計しています。

（４）補助費等

　　過去の実績等により算定し、さらに、行政改革や調整方針等による補助金等の見直しについて

　も見込み推計しています。

（５）公債費

　　構成市町村の合併年度までの地方債に係る償還額及び新市建設計画事業等に係る合併特例債、

　通常地方債に係る償還見込額を推計しています。

（６）積立金

　　合併後の地域振興を目的とする「合併市町村振興基金」の積立を見込むとともに、財政調整基

　金、減債基金への積立を見込み推計しています。

（７）繰出金

　　過去の実績等により、国保・後期高齢・介護保険事業会計に係る経費及び下水道事業等収益事

　業会計への繰出金を見込み推計しています。

（８）投資的経費（普通建設事業費）

　　新市建設計画の主要事業に係る経費及びそれ以外に予想される普通建設事業費を見込み推計し

　ています。
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参考資料 ◆用語の説明
ページ 用 語 説 明

36,37

36

36

28

37

22

29

10,29,37,39

23,35,37

20

42

24

アイデンティティ

インキュベーション施設

エコマネー

エコミュージアム

関西戦略

合計特殊出生率

クリーンエネルギー

グリーンツーリズム

グローバル

憲法25条

公共施設等総合管理計画

公的後見人制度

独自性、主体性、地域らしさのこと。

「インキュベーション」は、ふ卵、ふ化の意味。卵をふ化さ

せるのに例えて、起業が軌道に乗るまでの間、資金やノウハ

ウ、設備などの支援を行う施設。

社会的に必要とされながら、現在の市場だけでは成り立ちに

くい価値を支えるために用いる手段であり、「物々交換」の

延長線上にある交換システム。一定の地域や集団内でのみ取

引に使用することができ、循環し続けることにより価値が生

まれる。地域通貨。

エコロジー（生活環境、生態環境）とミュージアム（博物

館）を合わせた造語。1960年代後半にフランスのアンリ・リ

ヴィエールが提唱した新しい博物館の概念。地域遺産を収集

し、保管・展示する従来の博物館とは異なり、地域社会全体

を一つの博物館とみなして、自然環境だけでなく、有形無形

の生活・文化・産業の遺産や記憶・様式等を住民と行政の協

働により、現地にそのまま保存・育成・展示することで、地

域の持続的な発展をめざそうとすること。

伊賀が関西の一員であることを活かすため、情報・人・物流

などあらゆる面において関西との結びつきを強め、伊賀地域

の活性化を図ること。

一人の女性が一生の間に産む子どもの数の平均。

化石燃料の燃焼や原子力などと違って，廃棄物によって環境

を汚染することのないエネルギー。太陽熱・地熱・風力・波

力など。

都市圏の住民が、緑豊かな農山村地域において、その自然、

文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動のこと。

国境などを越えて、地球規模で社会的あるいは経済的な影響

が及び、変化が引き起こされること。

①すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利

を有する。②国は、すべての生活部面について、社会福祉、

社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならな

い。

地方公共団体が所有する全ての公共施設等を対象に、地域の

実情に応じて、総合的かつ計画的に管理する計画

判断能力が不充分な痴呆性高齢者、知的障害者、精神障害者

等の日常生活を法律的に保護し、その立場によって損害を受

けないよう本人の権利を守る制度。
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ページ 用 語 説 明

14,23,25,

28,37

28,37,38

35,36

9,16

21

35

35

12

27

5,8

37

36

コミュニティ

コミュニティバス

コミュニティ・ビジネス

「市民」

ジョブコーチ制度

食育

スローフード

セットバック

ゼロエミッション

第6次産業

地域イントラネット

地域通貨

①人々が共同体意識を持って共同生活を営む一定の地域，およ

びその人々の集団。地域社会。共同体。

②アメリカの社会学者マッキーバー（R. M. MacIver）が定式化

した社会類型の一。血縁・地縁など自然的結合により共同生活

を営む社会集団。

通常の路線バスでは採算面などからカバーしにくいようなき

め細かい地域の公共交通需要に対応するためのバスサービス

のこと。

地域の課題を地域住民が主体的に、ビジネスの手法を用いて解

決する取り組みのこと。

地域を支えるため、前向きに主体となっていこうとする全ての

個人､団体､企業などをいう。

職場定着のために支援を要する知的障害者、精神障害者等に対

して、その職場において、外部の専門家（ジョブコーチ＝職場適

応援助者）が支援を行う制度。

〈支援の内容例〉

・上司等の指示を守って作業を行う習慣の確立、職場の整理整

頓に関する習慣の確立、挨拶・報告・相談等コミュニケーション

に係る習慣の確立等に関する指導・援助。

・事業主、同僚等に対する対象障害者の特性に関する説明。

心身の健康の基本となる、食生活に関する様々な教育を行うこ

と。

イタリアのブラという小さい町から始まった運動であり、①消

えてゆく恐れのある伝統的な食材や料理、質の良い食品、酒を

守る。②質の良い素材を提供する小生産者を守る。③子供たち

を含め、消費者に味の教育を進める。という３つの指針を掲げ

ている。

建築物の外壁を敷地境界線から後退させて建てること。

廃棄物を資源として循環させるシステムを構築し、廃棄物（エ

ミッション）のゼロ化をめざすこと。

1次産業としての農林業と、2次産業としての製造業、3次産業と

しての小売業等の事業の融合を図り、農林産物等に新たな付加

価値を生み出す産業のこと。

高速・常時接続可能なインターネットを活用した、地域内のコ

ンピュータ・ネットワーク。

限定地域や共同体だけで利用可能である通貨やそのシステム

の総称。
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ページ 用 語 説 明

22

21

17

28

26,27,29,36

19

16,19,21,

28,30,33

11

13,16,19

23

37

36

9,36

20

地域福祉プラットホーム

型

ノーマライゼーション

パートナーシップ

バイオチップ

バイオマス

パブリックコメント

バリアフリー

フィールドミュージアム

フラット化

ベンチャービジネス

ボーダレス化

ホスピタリティ

ポテンシャル

ボトムアップ型

「電車のプラットホームのように、そこを経由すると目的地に

行ける」、「みんなが乗る台、舞台」を意味し、様々な団体や個人

が個性を活かしながら連携して問題を解決する仕組み。

障害のある人等社会的に不利を負う人々を当然に包含するの

が通常の社会であり、そのあるがままの姿で他の人々と同等の

権利を享受できるようにするという考え方。

行政、住民などが対等な関係のもとで協力して事にあたるこ

と。

多孔質に特殊加工された細かい木材片のこと。バイオチップを

使用することにより、微生物の繁殖が促され、汚泥などの有機

物が分解される。

再生可能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除いたもの。

パルプ工場のパルプかす、籾殻、コーヒーかす、牛の糞をメタン

発酵させたメタンガスなど。

行政機関が条例や計画などを制・策定するとき、その案を公表

し、住民や事業者からの意見、情報、専門的知識を得て、公正な

意思決定をするための制度。

高齢者や障がい者などが生活しやすいよう、物理的、心理的な

障壁（バリア）を取り除くこと。

地域の自然環境そのものを野外博物館とみなし、観察や体験学

習などを通して理解を深めてもらおうとする取り組みのこと。

より住民に近いところでの意思決定とスピード化、責任の明確

化や柔軟な組織運営などを図るため、従来の縦長のピラミッド

型の組織からより平面的な組織階層を構築する。これにより説

明、報告、協議、決裁などに時間と手間が省略され、さまざまな

行政ニーズに迅速に対応できることになる。

新技術や高度な知識を軸に、大企業では実現しにくい創造的・

革新的な経営を展開する小企業のこと。

経済・文化などで国境線が意味をなさなくなり、自由に行き来

すること。

親切なもてなし、歓迎を意味し、人をもてなす心、思いやり、態

度の総称。

潜在する能力、可能な能力。

住民や現場の意見を積み上げて意思決定する方法。
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ページ 用 語 説 明

35

37

35

38,40

27,36

21,23,24,

28,33

37

23,36

36

37

16,22,37

21

21

マーケティング

マイクロ・ビジネス

マネジメント

メディカルバレー構想

モータリゼーション

ユニバーサルデザイン

ユビキタス社会

リーディング産業

リピーター

ＣＡＴＶ

ＩＴ

ＩＴを活用した在宅健康

管理システム

ＩＴを活用した見守りシ

ステム

消費者が必要とするものを最も効果的に供給するために、市場

調査・製造・輸送・保管・販売・宣伝などの全過程にわたって行う

企業活動の総称。

個人事業主や小規模な企業が行う事業。

人・物・金・時間などの使用法を最善にし、企業を維持・発展させ

ていくこと。経営管理。

県内の大学や研究機関、企業、サービス事業者などによる有機

的なネットワーク（産業クラスター）を形成し、競争力のある産

業構造への転換を促すとともに、新事業やベンチャー企業を連

鎖的に生み出し、さらには新たな産業集積を図る構想。

自動車が生活の中に深く入り込むこと、自動車の大衆化。

ユニバーサル＝普遍的な、全体の、という言葉が示すように「す

べての人のためのデザイン」を意味し、年齢や障がいの有無な

どにかかわらず、多くの人が利用可能であるように、製品や建

造物、生活空間などをデザインすること。

あらゆる情報機器がネットワーク化され、必要なサービスや情

報がいつでも、どこでも、だれでも利用できる社会。

※「ユビキタス」は「至るところに遍在する」という意味のラテ

ン語。

地域経済の主導的役割を果たす産業。

何度も利用したり、訪れたりする人。

Community Antenna TeleVision の略。テレビの有線放送（ケー

ブルテレビ）サービス。同軸ケーブルや光ファイバーを利用し

て、テレビ番組を加入者に配信する。山間部や人口密度の低い

地域など、地上波テレビ放送の電波が届きにくい地域でもテレ

ビの視聴を可能にするという目的で開発された。近年では多

チャンネルや電話サービス、高速なインターネット接続サービ

スなどを武器に、都市部でも加入者を増やしている。

Information Technology の略。情報通信技術

在宅で血圧・心電等を測定し、これをＣＡＴＶ回線や電話回線

などで医療機関へ送信し、健康管理を行う仕組み。データの送

信・医療機関によるチェックの他、テレビ電話による問診が可

能なものや、自治体の保健センターが情報を共有するものもあ

る。

電気ポットなど毎日必ず使うものが一定時間使われない場合

に緊急通報連絡するものや、ＰＨＳを利用し徘徊のある高齢者

や子どもなどの居場所を把握するシステムなど。
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ページ 用 語 説 明

11,12,17,

20,22,25,

26,27,35,

36,37,38

37

24

35

ＮＰＯ

ＳＯＨＯ

ＴＨＰ（トータル・ヘルス

プロモーション・プラン）

ＵＪＩターン

Non-Profit Organization の略。継続的、自発的に社会活動を

行う、営利を目的としない市民活動団体。民間非営利団体。

Small Office Home Office（スモールオフィス・ホームオフィ

ス）の略。インターネットや通信機器を活用し、小規模な事

業所（オフィス）や自宅で働く職場形態。

労働安全衛生法に基づいた働く人の「心とからだの健康づく

り」を目指した運動。組織内で働くすべての人を対象とし、

職場の実態に応じた健康づくり計画を定め、健康測定や産業

医等による健康指導を参考に、各人が自分に合った日常的な

健康づくり活動を実践する取組み。

Ｕターン＝地方から都市部へ移住した人が再び地方の生まれ

故郷に戻ること、Ｊターン＝地方から都市部へ移住した人が

生まれ故郷の近くの都市に戻り定住すること、Ｉターン＝出

身地とは別の地方に移り住むこと、を合わせた総称。
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